
 

高圧ガス保安法に基づく第一種製造者（冷凍を除く）が 

製造施設等を変更する場合の手続きフローチャート 
 
 
 
                   高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 

第一種製造者        
                     
                   ①塔・槽      フローチャート Ⅰ 
                   ②熱交換器     フローチャート Ⅱ 

製造施設等の変更    ③配管       フローチャート Ⅲ 
（計画）      ④付帯設備     フローチャート Ⅳ 

                   ⑤申請書類・その他 フローチャート Ⅴ 
                   ⑥移設転用設備   フローチャート Ⅵ 
                   ⑦資料編      フローチャート Ⅶ 
                   
 
                  （⑦資料編参照）    （⑦資料編参照） 
 
   変更許可申請              軽微な変更工事    許可・届出が 
                                  不要な工事 
                    
    書類審査                 工事 
                                    工事 
    変更許可 
                        自主検査       自主検査  
 
                               
     工事                 軽微変更届      手続き不要 
 
 
 
   完成検査申請                        
 
                               県産業保安課が行うもの 
    完成検査   ［１］ 
                                                   事業者が行うもの 

完成検査証交付  自主検査 
 
 
           
    使用開始          
 
             ［２］         ［１］完成検査を要しない工事 
  完成検査記録届                ［２］認定完成検査実施者 
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委託検査 
必  要 

特定設備の塔・槽の変更 

耐圧部分 
の変更か 

既存部分との間に 
溶接を伴うか 

特定設備検査 
必  要 

変更許可申請 

許可・届出不要 

縦置きで正接線間の長さが５ｍ以上か 

耐震設計必要 

当該設備の処理能力の変更が変更前の 

完成検査

必  要 
完成検査

不  要 

その他 

取替えで特定設備検査合格証があるか 

委託検査受検設備か 

許可内容に完成検査が 

必要な工事が含まれるか 

 

フローチャート Ⅰ 
 
 
 
 
 

一部分の変更か 
           YES              NO 
 
 
                                   
          YES 
 
       NO       YES      NO 
 
                Ｑ２～Ｑ６             
                       

    Ｑ１          注 
  注              
                  
 
 
   Ｑ９～Ｑ１４  
 
 
          Q７ 
 
                              
 
                                  NO 
 
 
 
                                  YES 
 
                 NO   

２０％以内の増減か 
 
                       Q８ YES 
 
                   
 
  
 注： 特定設備の耐圧部分の変更であって、既存部分との間に溶接を伴う変更の場合に 

あっては、原則として、高圧ガス保安協会の行う委託検査で特定設備検査規則の 
技術上の基準に適合していることの確認を受けること。 

    ただし、認定完成検査実施者が完成検査を実施する場合は、この限りではない。 
 

※ 

※特定則制定前設備

の一部分の変更は

委託検査 

YES NO 

NO 

NO 

Ｑ２ 

YES 

YES 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
塔・槽のインナー 
ノズルの更新 

 
塔・槽のインナーノズルを更

新する場合は、許可等が必要か。 
（下図Ａ＆Ｂ） 

 
溶接により耐圧部分に熱影響を及ぼ

さなければ、許可・届は必要ない。 

 
塔のトレイの交換 
等 

 
 塔のトレイを交換する場合

は、許可等が必要か。 

 
耐圧部分に影響を及ぼさなければ、

許可・届は必要ない。（但し、処理能力

が増減するときは、「製造方法の変更」

であり変更許可が必要であるが、完成

検査は必要ない。） 
 
 塔のトレイの穴開け等をする

場合は、許可等が必要か。 

 
耐圧部分に影響を及ぼさなければ、

許可・届は必要ない。（但し、処理能力

が増減するときは、「製造方法の変更」

であり変更許可が必要であるが、完成

検査は必要ない。） 
《参考》 
資料編Ａ 
「軽微な変更の工事の取扱いについて 

１３．(３)」（平成３０年３月３０日付

け２０１８０３２３保局第１３号）を

参照のこと。 
 
       図Ａ         図Ｂ 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ２ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
塔・槽のマンホー

ルの改造 
 
 
 
 
 

 
塔・槽のマンホールの蓋板を

改造する場合は、許可等が必要

か。 
（下図 A） 
 

 
溶接により耐圧部分に熱影響を及ぼ

すので、変更許可が必要である。 
 

 
塔・槽のマンホー

ルの更新 

 
塔・槽のマンホールの蓋板を

更新する場合は、変更許可が必

要か。また、特定設備検査規則施

行前（昭和５１年）の機器に関し

てはどのような手続きが必要

か。 
(下図Ｂ) 

 

 
耐圧部分の更新であるので、変更許 

可が必要である。 
 なお、特定設備検査を受検し、県に対 
し特定設備検査合格証又は特定設備基 
準適合証の写しを提示した場合、完成

検査は必要ない。 
 また、特定設備検査規則施行前の 

機器についても同様に変更許可が必要

であり、かつＫＨＫの委託検査を受検

すること。なお、特定設備検査に準じた

委託検査を受検したとしても完成検査

は必要である。 
 
 
       図 A              図 B       
 
 
              溶接により           更新 
              イ部を取付る 
       イ部     （改造） 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ３ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
塔・槽のインナー 
ノズルの設置（更

新） 

 
塔・槽の本体にインナーノズ

ルを溶接にて取り付ける場合

は、許可等が必要か。 
（下図） 
 
 
 

 
溶接により耐圧部分である本体に熱

影響を及ぼすので、変更許可が必要で

ある。 
 
 
 

 
どのような検査が必要か。 
また、塔・槽内に入れない機器

に関してはどのように確認すれ

ばよいか。 

 
溶接後の耐圧試験及び気密試験が必 

要である。 
 なお、原則として、耐圧試験後に工事 
した溶接線について磁粉探傷試験等の 
非破壊検査を行い、欠陥の有無を確認 
すること。また、塔･槽内に入れない場

合は、外部からの適切な検査方法を実

施すること。 
 

 
 
 
                       本体へ溶接にて取り付ける 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ４ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 

塔・槽のノズルの

設置（更新） 

 

 

 

 

塔・槽の本体ノズルを溶接に

て取り付ける場合は、許可等が

必要か。 

（下図） 

 

 

 
耐圧部分の改造であるので、変更許

可が必要である。 
 
 
 
 

 

 どのような検査が必要か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
改造後の耐圧試験及び気密試験が必

要である。 
なお、原則として、耐圧試験後に、

工事した溶接線について磁粉探傷試験

等の非破壊検査を行い、欠陥の有無を

確認すること。 
また、特定設備検査規則に基づく強

度計算に対する肉厚測定が必要であ

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
        
 
 
 
 
                    溶接   
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ５ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
塔・槽の胴部の更

新 
 
 
 

 
塔・槽の胴部の一部を更新す

る場合は、許可等が必要か。 
（下図） 
 
 
 
 

 
 耐圧部分の改造であるので、変更許

可が必要である。 
 
 
 

 
 どのような検査が必要か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 特定設備検査規則の規定により、放

射線透過試験等の非破壊検査（改造部

分）、肉厚測定（改造部分）、耐圧試験及

び気密試験が必要である。 
なお、原則として、耐圧試験後に、工

事した溶接線について磁粉探傷試験等

の非破壊検査を行い、欠陥の有無を確

認すること。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ６ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
塔・槽の胴部の部

分補修 
 
 
 

 
塔・槽の胴部の肉厚が減少し

当板により補修する場合は、許

可等が必要か。 
（下図） 
 

 
 耐圧部分の肉盛補修以外の改造であ

るので、変更許可が必要である。 
 なお、保安検査に係るものの肉盛補

修については、保安検査の報告事項と

すること。（許可・届は必要無し。） 
 
 どのような検査が必要か。 
 
 
 
 

 
【溶接により耐圧部分である胴部に熱

影響を及ぼさないという裏付け（立

証）がない場合】 
  磁粉探傷試験等の非破壊検査（改

造部分）、耐圧試験及び気密試験が必

要である。 
なお、原則として、耐圧試験後に、

工事した溶接線について磁粉探傷試

験等の非破壊検査を行い、欠陥の有

無を確認すること。 
【溶接により耐圧部分である胴部に熱

影響を及ぼさないという裏付け（立

証）がある場合】 
  磁粉探傷試験等の非破壊検査（改

造部分）及び気密試験を実施すれば

よい。 
 
 
 
 
      内面を溶接 
      で当板する 
 
 
                     内面を溶接で   外面を溶接で 
                     当板する     当板する 
      外面を溶接  
      で当板する 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ７ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
塔・槽の設置 
（貯槽を除く） 
 

 
塔・槽を設置する場合、耐震設

計が必要なものは何か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
縦置きであって、正接線間の長さが

５ｍ以上のものである。 
（下図） 
なお、熱交換器等もこれに該当すれ

ば、耐震設計が必要であり、架構支持の

場合は、架構も耐震設計が必要である。 
 また、横置きの場合は、全て耐震設計

は必要ない。 

 
 
 
                                   
 
                                   ５ｍ以上 
 
            ５ｍ以上 
        
 
 
 
 
 
 
 
 
            （耐震設計が必要な塔の例） 
                       
 

 

ＴＬ 
ＴＬ 

ＴＬ 
ＴＬ 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ８ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
反応器の取替え 
 
 
 
 

 
プラントの能力アップを目的

に反応器を取替える場合は、完

成検査が必要か。 
取替える反応器は、 
①耐震設計を必要としない。 
②特定設備検査を受検する。 
③接続配管等の変更はない。 

ものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
処理設備である反応器の処理能力の

増減が、２０％以内であって、県に対し

特定設備検査合格証又は特定設備基準

適合証の写しを提示した場合、完成検

査は必要ない。 
ただし、変更許可は必要である。 

 
 
 
 
《参考》 
【完成検査を要しない変更の工事の範囲】 
（コンビナート等保安規則第１７条第１号

等） 
ガス設備（耐震設計構造物に係る特定設

備を除く。）の取替え又は設置位置の変更

（高圧ガス設備の取替えを伴うものにあっ

ては、第５条第１項第１９号の規定により

製造することが適切であると経済産業大臣

の認める者が製造したものへの取替えに限

り、特定設備の取替えを伴うものにあって

は特定設備検査合格証又は特定設備基準適

合証の交付を受けているものへの取替えに

限る。）の工事（第１４条第１項に規定する

工事を除く。）であって、当該設備の処理能

力の変更が告示で定める範囲であるものと

する。 
 
     変更前の当該製造設備の処理能力

の２０％以内の範囲とする。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

                               Ｑ９ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 

耐震設計が必要な

反応器の増設 

 

耐震設計が必要な反応器を増

設する場合、液状化の検討が必要

か。 

 

必要であり、検討結果を変更許可申

請書に添付すること。 

 

《参考》 

「高圧ガス設備等の耐震設計に関す

る基準（レベル１）」 

（ＫＨＫＳ０８６１） 

「高圧ガス設備等の耐震設計に関す

る基準（レベル２）」 

（ＫＨＫＳ０８６２） 

 

【液状化の防止対策の例】 

機器の基礎は、杭打ち後、地盤を掘

削し、コンクリート基礎を設置する 

掘削後の埋め戻しには、山砂等を入

れることで地盤の液状化を防止する。 

 

 

 

                                反 

                                応 

                                器 

                                             地盤入れ替え 

                                                

 

             ＊ ＊ ＊ ＊ ＊                ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

            ＊ ＊ ＊ ＊      コンクリート基礎     ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

             ＊ ＊ ＊ ＊                     ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

                ＊ ＊ ＊      ＊   ＊ ＊  ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊  

                 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊   ＊     ＊ ＊ ＊ ＊ 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 
                              Ｑ１０－１ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
塔・槽の最高使用

圧力（常用圧力）の

変更 

 
塔・槽の最高使用圧力（常用圧

力）を変更したいが、可能か。 

 
実際の肉厚から逆算した許容圧力以

下であれば、可能である。ただし、常用

圧力の変更は、法第１４条の「製造方法

の変更」であるため、変更許可が必要で

ある。 
 申請にあたり次の書類を提出するこ

と。（変更工事を伴う場合は完成検査時

に提出すること。） 
 
【圧力を上げる場合】 
①設計圧力以下への変更の場合 
 磁粉探傷試験等の非破壊検査、肉厚

測定、耐圧試験（その機器が製作時に

受けた特定設備検査等の検査記録で

確認できる場合を除く）、気密試験 
②設計圧力を超え許容圧力以下への変

更の場合 
強度計算、磁粉探傷試験等の非破壊

検査、肉厚測定、耐圧試験（その機器

が製作時に受けた特定設備検査等の

検査記録で確認できる場合を除く）、

気密試験 
 
【圧力を下げる場合】 
直近の保安検査又は定期自主検査の

気密試験の記録 
 
なお、塔・槽の最高使用圧力（常用圧

力）の変更に際して、変更工事を伴わな

い場合は、完成検査は必要ない。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 
                              Ｑ１０－２ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
塔・槽の最高使用

温度（常用温度）の

変更 

 
塔・槽の最高使用温度（常用温

度）を上げたいが、可能か。 

 
その機器が製作時に受けた特定設備

検査等の設計温度以下であれば、可能

である。 
また、製作時に受けた当該特定設備

検査等の設計温度を超える場合は、材

料の当該温度における許容引張応力に

変化がない場合については可能であ

る。 
 ただし、法第１４条の「製造方法の変

更」であり、変更許可は必要である。ま

た、変更工事を伴わない場合は、完成検

査は必要ない。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

                              Ｑ１１ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
塔・槽の新設 

 
特定設備である塔・槽を新設

する場合、申請書に強度計算書

の添付が必要か。 
 

 
必要ないが、「ガス設備一覧表」には

記入すること。 
ただし、完成検査において特定設備

検査合格証の確認が必要である。 
《参考》 
資料編Ｂ 
「高圧ガスの製造許可申請等に係る添

付書類の記載事項等について」（平成 

２８年３月３０日付け２０１６０３２

３商局第２号）別表 高圧ガス製造許可

（添付すべき書面又は図面）⑦を参照

のこと。 
 
塔・槽の更新 

 
耐震設計が必要な塔・槽を更

新する場合、既設の基礎又は架

構（架構支持の場合）の耐震の検

討が必要か。 

 
 既に耐震設計済みの基礎又は架構で

あり、更新する塔・槽の重量が前の重量

を超えないなど、従来と同等以上の安

全性が確保されることの裏付けがあれ

ば、必要ない。 

 
塔・槽の基礎の設

置 

 
増設予定の塔・槽の基礎のみ

の変更許可申請は、可能か。 

 
耐震設計が必要な塔・槽の基礎のみの

申請も可能である。 
ただし、塔・槽の仕様に基づく耐震設

計計算書を添付すること。 

また、法の技術上の基準に係わる項目

があれば、資料を添付すること。 

 
第一種圧力容器の

転用 

 
第一種圧力容器を高圧ガス設

備に転用することは可能か。 

 
特定設備検査規則に照らし、製作時

の記録から当該規則の技術上の基準を

満足すれば、可能である。 
ただし、材質検査、肉厚測定、磁粉探

傷試験等の非破壊検査、耐圧試験（その

機器が製作時に受けた検査記録で確認

できる場合を除く）、気密試験等の検査

が必要である。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１２ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
アンモニア水を内

蔵する中間槽の設

置 
 
 
 

 
アンモニアが溶解した水溶液

を内蔵する中間槽を設置する場

合は、許可等が必要か。 
 中間槽は、 

①最高使用温度（常用温度）は

５０℃である。 
②水溶液に溶解しているアン

モニアは溶解度未満であ

る。 
③最高使用圧力（常用圧力）は

０．５ＭＰａである。 
 
 
 
 

 
 液体に気体が溶け込んでいる状態で

の当該気体（溶解ガス）は、圧縮ガスと

して扱う。 
したがって、水溶液の常用圧力が０．

５ＭＰａであることから高圧ガスでは

ないと判断できる。 
なお、後の工程で高圧ガスになる場

合、中間槽は高圧ガス設備以外のガス

設備となり、軽微変更届が必要である。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１３ 
特定設備の塔・槽 

 

項   目 質問内容 回答 

 

貯槽の開放周期 

 

 貯槽の開放周期の延長をするには

どうしたらいいか。 

 

 

 

 次により貯槽の周期延長が

できる。 

①自ら保安検査を行うことが

出来る者として経済産業大

臣の認定を受ける過程で、

個々の設備の開放周期に法

定周期とは異なった周期を

設定できる。 

②当分の間、平成１７年３月３

０日付けで改正される前の

製造細目告示第１７条の規

定により、保安検査の実施者

の確認を受け周期を延長す

る。なお、県の確認を受け開

放周期を延長した貯槽につ

いて、開放検査を実施し異常

がない場合は、再度、同条の

規定による県の確認を受け

れば、次回の開放は延長した

周期とすることができる。 

 
《参考》 旧製造細目告示第１７条 
第一種製造者が次に掲げる基準に適合している場合であって、貯槽が液化石油ガス保安規則別表

第三第一項第十七号ただし書、一般高圧ガス保安規則別表第三第一項第十一号ただし書及びコンビ
ナート等保安規則別表第四第一項第十八号ただし書の規定により耐圧試験を受けないことができ
るとされたものであるときは、液化石油ガス保安規則別表第三第一項第十七号ただし書、一般高圧
ガス保安規則別表第三第一項第十一号ただし書及びコンビナート等保安規則別表第四第一項第十
八号ただし書の経済産業大臣が定める期間は、前条の規定にかかわらず、次の表上欄及び中欄の区
分に応じ、同表下欄に掲げるものとすることができる。 
 一 開放検査（液化石油ガス保安規則別表第三第一項第十七号ただし書、一般高圧ガス保安規則    

別表第三第一項第十一号ただし書及びコンビナート等保安規則別表第四第一項第十八号ただ
し書の目視及び非破壊検査の測定をいう。以下同じ。）に係る方法及び基準を適切かつ明確に
定め、文書化していること。  

ニ 溶接修理等に係る方法及び基準を適切かつ明確に定め、文書化していること。 
三 欠陥の発生原因及び防止対策についての検討結果に基づき開放検査を行う時期を決定する 

方法を適切かつ明確に定め、文書化していること。 
四 開放検査の一部又は全部を委託する場合にあっては、その委託先の管理に関する事項を適切  

かつ明確に定め、文書化していること。 
五 開放検査のデータを適切に評価できる担当者を置いていること。 
六 開放検査のデータ及び検査結果を時系列順に保管し、これらを適切に把握できる体制を有す 

ること。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１４ 
特定設備の塔・槽 

 

項   目 質問内容 回答 

 

オートクレーブの配管

の更新 

 

 

 下図の①②③の部分を更新する場合

は、どのような手続きが必要か。 

 

①手続き不要 

②変更許可 

蒸気配管がオートクレー

ブ内の高圧ガスから外圧

を受けるため 

③変更許可 

②の理由に加え、オート

クレーブとの溶接がある

ため 

 

 

① 

蒸気配管 

0.4ＭＰａ 

③ 蒸気出口配管 

 （本体に溶接） 

② ｵｰﾄｸﾚｰﾌﾞの中の 

蒸気配管（太線） 

大
気 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１５ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 

 

塔・槽のフランジ

シート面の補修 

  

保安検査時の機器の開放検査

で、フランジシート面に腐食、減

肉を認めた。 

 放置するとシール面からの漏

洩が懸念されるので肉盛補修及

び機械加工を行いたい。 

・肉盛り溶接をフランジと同材

質で行う場合 

・異材質で行う場合 

 各々の申請手続きはどうなる 

か。 

  

フランジシート面の肉盛補修につい 

ては、気密試験を実施のうえ、保安検査

の報告事項とすること。 

(許可・届は必要なし) 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１６ 
特定設備の塔・槽 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
塔・槽の設計圧力、

設計温度の変更手

続き 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 プラントの運転圧力の低下に

伴い、塔・槽の設計圧力を下げた

いが、手続きは必要か。（常用圧

力は変更なし） 
 また、常用温度を変えずに、設

計温度を下げる場合はどうか。 
 
 
 
 
 

 
 事業所の設備管理としての設計圧

力、設計温度を変更することに許可・届

は必要としない。 
 ただし、安全弁の設定圧力を変更す

る場合は、変更許可を要する。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１７ 
特定設備の塔・槽 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
塔・槽の耐圧試験

方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 蒸留塔、充填塔等にノズルを

設置（又は更新）した場合の検査

方法として、局部耐圧試験を行

いたい。この場合に冶具をすみ

肉溶接にて本体に溶接し、検査

後はグラインダー等によりカッ

トすることにしたいが可能か。 
 
 
 
 
 
 

 
 原則、機器全体の耐圧試験を行う。 
 ただし、特段の理由があって局部評

価・確認しかできない場合にあっては、

治具を溶接する箇所の耐圧母材に対し

熱影響を及ぼさず、部分耐圧試験が機

器全体時の耐圧試験と同等以上の評

価・確認ができること。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１８ 
特定設備の塔・槽 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
塔・槽の耐震につ

いて 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 耐震設計構造物である機器に

当板、ノズル等の追加工事を実

施する場合、重量変化がない場

合は耐震計算は不要と判断して

よいか。 
 例えば、追加した重さの分だ

け付属品重量を削減して機器本

体重量を同一とする場合 
 
 
 
 
 

 
 単に機器の重量変化が生じないこと

をもって耐震設計不要とすることはで

きない。ただし、取替え工事又は撤去の

工事であって機器が持つ耐震性が従前

機器と同等以上の評価となる場合及び

当板補修、小径ノズルの追加等の変更

工事であって、設置時の耐震設計上許

容範囲内である場合を除く。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１９ 
特定設備の塔・槽 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
遊休機器再使用時

の完成検査方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 特定設備である塔・槽の遊休

機器を再使用する場合の健全性

の確認として、高圧ガス保安協

会の委託検査を受検することと

した。据付後の完成検査の内容

として、委託検査時に耐圧・気

密試験を実施していれば、総合

気密テストのみでよいか。 
 
 
 
 
 

 
 現行の特定設備検査に準拠した委託

検査を受検していれば、その成績書を

もって完成検査資料とすることができ

る。なお、完成検査時の現地確認につい

ては、委託検査時に耐圧・気密試験を実

施していれば、当該機器と配管等との

接合部の気密試験のみ実施し確認す

る。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ２０ 
特定設備の塔・槽 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
機器の溶接作業の

申請手続き 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 機器の内部品が脱落したので

溶接で機器本体に再取り付けを

したい。 
なお、溶接は内部品を取り付け

る目的で、耐圧性能を保証する

強度溶接ではない。 
（例；塔、槽内部のサポートリ

ングのハズレで再度溶接補修を

行う場合） 
この場合の申請手続きは？ 

 

 
 設備を構成する部品のうち、耐圧性

能又は気密性能に直接影響のない部品

の再取り付けについては、溶接により

機器本体の耐圧部分に熱影響を及ぼさ

なければ、許可・届を必要としない。 

 
 温度計の保護管、熱交の加圧

用プラグ等ネジ部のシールをテ

フロンテープで行っているが、

安全性を向上する目的でシール

溶接したい。 
・この場合の申請手続きは？ 
 

 
 耐圧部分に熱影響を及ぼさないシー

ル溶接であれば、許可・届は必要ない。 

 
機器の溶接補修 

 
機器の補修のために既存溶接

部を溶接補修をしたいが、どの

ような申請手続きが必要か。 

 
次に示す溶接（ろう付け接合を除く）

は、変更許可申請が必要である。 
（１）溶接部を除去して再溶接 
（２）溶接部の貫通欠陥（ピンホール 

等）の補修 
 上記以外の溶接（ろう付け接合を除

く）で、保安検査に係るものは保安検査

の報告事項、その他の場合で耐圧部分に

熱影響を及ぼさない場合は軽微変更届

が必要である。 
 
 また、ろう付け接合の補修やろう付

けによる再接合で、保安検査に係るも

のは保安検査の報告事項、その他の場

合は軽微変更届が必要である。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ２１ 
特定設備の塔・槽 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
機器の減肉補修 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 ピッチング部分等、計算板厚

を満足しているが長期安定運転

を確保する観点から溶接補修

(肉盛してスムースアップ)する

場合の取扱いについて 
 計算板厚は満足していること

から肉盛処置部分の非破壊検査

は実施するが耐圧試験は実施し

ないことで良いか？ 

 
 ＫＨＫＳ０８５０シリーズにおける

４．３高圧ガス設備の耐圧性能及び強

度における耐圧試験の実施の判定の基

準である６点法で評価した場合、６点

以内であれば耐圧試験をしなくてよ

い。ただし、耐圧試験をするまでの点数

は累積するものとする。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ２２ 
特定設備の塔・槽 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
機器の外面腐食に

対する溶接補修に

係る検査方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 機器(特定設備)溶接補修につ

いて 外面腐食で内部流体によ

るものではない減肉等について

溶接補修を行う場合、耐圧試験

後に機器の全溶接線の非破壊検

査は必要か？ 
 肉厚計測値、点検記録、

SUMP 等の健全性の説明が付け

ば、対象部分のみ非破壊検査で

良いと判断できるが？ 

 
 外面の欠陥についてもＫＨＫＳ０８

５０シリーズにおける４．３高圧ガス

設備の耐圧性能及び強度における耐圧

試験の実施の判定の基準である６点法

で評価し、６点を超え溶接補修した場

合は、耐圧試験と１年以上２年以内の

検査が必要となる。 
 ただし、１年以上２年以内の検査の

内容は溶接補修の影響が及ぶ範囲によ

って決まることになる。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ２３ 
特定設備の塔・槽の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
塔・槽の改造手続

き 

 
 塔・槽の溶接を伴う改造につ

いては、変更許可が必要とのこ

とだが、許可申請において、どの

ような書類を添付すればよい

か。 

 
 特定設備一覧表の他、改造部位に係

る変更後の特定設備検査規則１２条に

基づく強度計算書を添付すること。 
また、原則として、変更前と変更後の

図面を添付すること。 
 
 なお、当該改造にあたっては、原則と

して、高圧ガス保安協会の行う委託検

査で特定設備検査規則の技術上の基準

に適合していることの確認を受けるこ

と。 

 

26



 

高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ２４ 
特定設備の塔・槽 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
設備変更を伴わな

い処理量の増加 

 
設備の変更は行わず、高圧ガ

スの処理量が増加する場合、許

可、完成検査が必要か。 

 
変更許可が必要である。 
また、設備に変更がない場合は、処理

能力の増加量にかかわらず完成検査は 

不要である。 
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特定設備の熱交換器の変更 

一部の変更か 

チューブの 

取替えのみか 

(拡管、ｼｰﾙ溶接) 

軽微変更届 

既存部分との間に溶接を伴うか 

変更許可申請 

縦置きで正接線間の長さが 5ｍ以上か 

完成検査

必   要 

特定設備検査

必      要 

委託検査

必   要 
その他 

当該設備の処理能力の変更が 

変更前の２０％以内の増減か 

耐震設計必要 

取替えで特定設備検査合格証があるか 

多管円筒形熱交換器の変更か 

委託検査受検設備か 

許可内容に完成検査が 

必要な工事が含まれるか 

完成検査

不   要 

 
フローチャート Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
                
 
 
 
 
                                      
 
                         
 
 
 
               
 
 
 
 
 
 
 
                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                      
 
 

注： 特定設備の耐圧部分の変更であって、既存部分との間に溶接を伴う変更の場合にあっては、原
則として、高圧ガス保安協会の行う委託検査で特定設備検査規則の技術上の基準に適合してい
ることの確認を受けること。 

     ただし、認定完成検査実施者が完成検査を実施する場合は、この限りでない。 
 
                         

YES 

YES 

YES 

YES 

YES 

NO 

NO 

NO 
NO 

NO 

※特定則制定前設備の

一部分の変更は 

委託検査 

※ 

Q3 

Q4 

Q2 

Q5～Q6 

Q8～Q9 

Q7 

Q1 

NO 

NO 

NO YES 

YES 

NO 

YES 

YES 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１ 
特定設備の熱交換器の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
熱交換器のチュー

ブのみの取替え 
 
 

 
熱交換器のチューブのみを取

替える場合は、許可等が必要か。 
 チューブは、同等以上のもの

で、取替え後、拡管、耐圧部分に

熱影響を及ぼさないシール溶接

を実施するものとする。（下図） 
 また、チューブの取替え後、シ

ール溶接以外の溶接をする場合

は、許可等が必要か。 

 
変更許可が必要である。 
ただし、多管円筒形熱交換器であって、

耐圧部分に熱影響を及ぼさないシール溶

接を実施する場合、軽微変更届でよい。（工

事完了後） 
 なお、シール溶接以外の溶接をする場合

は、許可及び完成検査が必要である。 
 
《参考》 
資料編Ａ 
「軽微な変更の工事の取扱いについて 

１０．」（平成３０年３月３０日付け２０１

８０３２３保局第１３号）を参照のこと。 
 

届出等が必要な場合、どのよう

な検査を実施し、資料の提出が必

要か。 

 

シール溶接での施工が分かる図面、総合

気密試験の記録が必要である。 

 
チューブ材質をＳＵＳ３０４

ＴＢ－ＳからＳＵＳ３１６ＬＴ

Ｂ－Ｓに変更する場合は、どのよ

うな手続きが必要か。 

 
チューブの材質を変更する場合は変更

許可が必要であるが、ＳＵＳ→ＳＵＳ等の

グレード変更は軽微変更でよい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     チューブを取替え、拡管＋耐圧部分に熱影響を及ぼさないシール溶接を実施 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ２ 

 

特定設備の熱交換器の変更 

 

変更項目 質  問  内  容  回 答 

 

熱交換器のノズ

ルの更新 

 

多管円筒形熱交換器の高圧ガ

ス側のノズルを溶接にて取替え

る場合は、許可等が必要か。 

（下図Ａ＆Ｂ） 

 

耐圧部分の改造であるので、変更許可

が必要である。 

 

どのような検査が必要か。 

 

改造後の耐圧試験及び気密試験が必要で

ある。 

なお、原則として、耐圧試験後に、磁粉探

傷試験等の非破壊検査を行い、欠陥の有無

を確認すること。 

また、特定設備検査規則に基づく強度

計 算 に対 する 肉厚測 定 が必 要で あ

る。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高圧ガス 

Ａ 

Ｂ 

冷却水 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ３ 
特定設備の熱交換器の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
熱交換器のチュー

ブバンドル又はチ

ャンネルの更新 

 
多管円筒形熱交換器の高圧ガ

ス側であるチューブバンドル又

はチャンネルを更新する場合は、

許可等が必要か。（下図Ａ又はＢ） 

 
特定設備の取替えであるので、変更許可

が必要である。 
 

 
どのような検査が必要か。 

 
既存部分との間に溶接を伴わないので、

特定設備検査を受検する必要がある。（県

に対し特定設備検査合格証又は特定設備

基準適合証の写しを提示した場合、完成検

査は不要。ただし、耐震設計が必要な機器

の場合は、完成検査が必要である。） 
 なお、特定設備検査規則制定以前に製作

された機器については、特定設備検査に準

じた検査をＫＨＫの委託検査で実施する

こと。（完成検査は必要） 
 
 チューブバンドルの変更工事

が完了した時に、特定設備検査合

格証を県に提示する必要がある

か。 

 
特定設備の取替えにあっては、特定設備

検査合格証又は特定設備基準適合証の交

付を受けているものへの取替えに限り完

成検査が不要とされていることから、県に

対し合格証又は適合証の写しの提示が必

要である。 
なお、特定設備検査については、既に合

格証又は適合証があれば変更許可申請時

に添付すること。 
 
  
 

Ａ 
 
                 Ｂ 
 
 
 
 

 

スチーム 

高圧ガス 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ４ 

特定設備の熱交換器の変更 

 

変更項目 質  問  内  容  回 答 

 

熱交換器の更新 

 

老朽化に伴い熱交換器を更新

する場合は、許可等が必要か。 

更新する熱交換器は、 

①仕様の変更はない。 

（内容積・圧力・温度） 
②材質は変更する。 
（ＳＢ410→ＳＵＳ304） 

③耐震設計を必要としない。 

④特定設備検査を受検する。 

⑤処理能力の増減なし。 

⑥接続配管等の変更はない。

ものとする。 

 

特定設備の取替えであるので、変更許可が

必要である。（軽微変更届ではない。） 

ただし、耐震設計を必要としない特定設

備の取替えで、機器の処理能力が増減しな

いことから、県に対し特定設備検査合格証

又は特定設備基準適合証の写しを提示し

た場合、完成検査は必要ない。 

なお、既に特定設備検査合格証又は特定

設備基準適合証があれば変更許可申請時

にその写しを添付すること。 

 
《参考》 

【完成検査を要しない変更の工事の範囲】 

（コンビナート等保安規則第１７条第１号 等） 

ガス設備（耐震設計構造物に係る特定設備を除

く。）の取替え又は設置位置の変更 

（高圧ガス設備の取替えを伴うものにあっては、

第５条第１項第１９号の規定により製造するこ

とが適切であると経済産業大臣の認める者が製

造したものへの取替えに限り、特定設備の取替え

を伴うものにあっては特定設備検査合格証又は

特定設備基準適合証の交付を受けているものへ

の取替えに限る。）の工事（第１４条第１項に規

定する工事を除く。）であって、当該設備の処理能

力の変更が告示で定める範囲であるものとする。 

    ↓ 

変更前の当該製造設備の処理能力の

２０％以内の範囲とする。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ５ 

特定設備の熱交換器の変更 

 

変更項目 質  問  内  容  回 答 

 

熱交換器の設置 

 

熱交換器を設置する場合、耐

震設計が必要なものは何か。 

 

縦置きであって、正接線間の長さが５

ｍ以上のものである。 

（下図） 

なお、架構支持の場合は、架構も耐震設計

が必要である。 

また、横置きの場合は、全て耐震設計は必

要ない。 

  

 
図－１ 

ＴＬ 

 

 

 

 
５ｍ以上 

 

 

 

 

 

ＴＬ 

 

 

 

 

 

 

 

 
（耐震設計が必要な熱交換器の例） 

 

 
図－２ 

ＴＬ 

 
３Ｆ 

５ｍ以上 

 
ＴＬ 

 

２Ｆ 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ６ 

特定設備の熱交換器の変更 

 

変更項目 質  問  内  容  回 答 

 

熱 交 換 器 の 更

新  

（耐震設計） 

 

耐震設計が必要な熱交換器を

更新する場合、その支持構造物

である架構は、耐震の検討が必

要か。 

 

既に耐震設計済みの架構であり、更新す

る熱交換器の重量が前の重量を超えない

など、従来と同等以上の安全性が確保され

ることの裏付けがあれば、必要ない。 

なお、更新する熱交換器の重量が前の重

量を超える場合又は耐震設計をしていな

い架構は、耐震の検討が必要である。 

 
 

図－２を参照 Ｑ５ 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 

 

Ｑ７ 

特定設備の熱交換器の変更 

 

変更項目 質  問  内  容  回 答 

 

熱交換器（凝縮器） 

の更新 

 

プラントの能力アップを目的

に熱交換器（凝縮器）を更新する場

合は、完成検査が必要か。 

更新する熱交換器は、 

①耐震設計を必要としない。 

②特定設備検査を受検する。 

③接続配管等の変更はない。

ものとする。 

 

処理設備である凝縮器の処理能力の増

減が、２０％以内であって、県に対し特定設

備検査合格証又は特定設備基準適合証の

写しを提示した場合、完成検査は必要な

い。 

ただし、変更許可は必要である。 

 

 
 

《参考》 

【完成検査を要しない変更の工事の範囲】 

（コンビナート等保安規則第１７条第１号 

等） 

ガス設備（耐震設計構造物に係る特定設備を

除く。）の取替え又は設置位置の変更 

（高圧ガス設備の取替えを伴うものにあって

は、第５条第１項第１９号の規定により製造す

ることが適切であると経済産業大臣の認める

者が製造したものへの取替えに限り、特定設備

の取替えを伴うものにあっては特定設備検査

合格証又は特定設備基準適合証の交付を受け

ているものへの取替えに限る。）の工事（第１

４条第１項に規定する工事を除く。）であって、

当該設備の処理能力の変更が告示で定める範

囲であるものとする。 

 

変更前の当該製造設備の処理能力

の２０％以内の範囲とする。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 

 

Ｑ８ 

特定設備の熱交換器の変更 

 

変更項目 質  問  内  容  回 答 

 

熱交換器のチュ

ーブシート面の改

造 

 

多管円筒形熱交換器のチュー

ブシートのガスケット当り面に

ゆがみがあることから、旋盤・紙ヤ

スリ等で修正する場合は、許可

等が必要か。 

 

許可・届は必要ない。 

ただし、改造後、十分な肉厚強度を有して

いること。 

 

熱交換器の非高

圧ガス側(冷却水

やスチーム側)の

更新 

 

多管円筒形熱交換器の冷却水

やスチーム側であるチャンネル

の更新する場合は、許可等が必要

か。（下図Ａ） 

また、シェルやノズルも同様

か。（下図Ｂ） 

 

高圧ガスの通る部分ではないので、

許可・届は必要ない。 

なお、シェルやノズルについても同

様である。 

 

       Ａ      高圧ガス 
 

 

 

 

 

 

 

 

冷却水 

 

        Ｂ      冷却水 

 

 

 

 

 

 

 

                   高圧ガス 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 

 
Ｑ９ 

特定設備の熱交換器の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
空冷式熱交換器の

チューブバンドル

の取替え 

 
空冷式熱交換器のチューブバ

ンドルを取替える場合は、許可

等が必要か。 

 
変更許可が必要である。 
なお、取替える空冷式熱交換器が処

理設備（蒸発器、凝縮器）である場合、

スクラップ＆ビルドとなり、ビルド分

の処理能力に応じた手数料を徴収す

る。 

 
 
 

 

高圧ガス 空気 

チューブバンドル 

(管束) 

チャンネルカバー 
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フローチャート Ⅲ 
 
                   配管の変更      
 
     Q３ 
      許可・ ＹＥＳ  充塡又は受入に係る可とう管 
      届不要     （高圧ホース・金属フレキ管）等か 
                       ＮＯ     
         ＮＯ 
                高圧ガスの通る部分か       
                      ＹＥＳ 

          Q２          ＮＯ 
                既存配管の取替えか 
                       ＹＥＳ 

        ＹＥＳ 

ＫＨＫ検査に合格した可とう管か 
                       ＮＯ 
               Q１、Q４ 
          ＹＥＳ   管類に係る認定試験者  ＮＯ 
                の成績書があるか           変更許可申請 
 
                
                
   軽微変更届                
               
 
 

 ＹＥＳ   地盤面上の高圧ガス配管で外径４５  ＮＯ 
                ｍｍ以上で配管容積３ｍ３以上か又は 
                外径４５ｍｍ以上で塔槽類に接続か 
                         
    同一材料、同一ルートでの取替えか 
             ＮＯ         ＹＥＳ 
          耐震設計必要                耐震設計不要 
         （⑦資料編Ｆを参照のこと。）                     
 
 
 
 
 
 

※弁類の変更は 

「付帯設備の変更」を参照 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
毒性ガスの配管の

取替え 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
毒性ガスの配管を取替える場

合は、許可等が必要か。 
取替える配管は、 
①ガス設備（高圧ガス配管及

び低圧ガス配管）である。 
②既存配管（旧配管）のルート

変更はない。 
③充塡又は受入に係る可とう

管でない。 
④管類に係る認定試験者の成

績書がある。 
⑤耐震設計を必要としない。 

ものとする。 
 
 
 
 
 

 
管類に係る認定試験者の成績書があ

るので、軽微変更届でよい。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ２ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
配管の取替え 

 
配管に付属する設備又は近接

する設備の取替えに伴い、配管・

弁のルートを変更する必要が生

じ、配管を取替える場合は、許可

等が必要か。 
取替える配管は、 
①ガス設備（高圧ガス配管及

び低圧ガス配管）である。 
②管類に係る認定試験者の成

績書がある。 
ものとする。 
 

 
管類に係る認定試験者の成績書の有

無に関わらず、軽微変更届でよい。 
なお、軽微な変更の工事であっても

耐震設計の必要な配管に該当する場合

は、耐震の検討が必要である。 
 
《参考》 
資料編Ａ 
「軽微な変更の工事の取扱いについ

て」（平成３０年３月３０日付け２０１

８０３２３保局第１３号）を参照のこ

と。 
【９．】 

高圧ガスの通る部分の設備の取替え

に際し、当該設備に設置位置の変更が  

生じる場合は軽微な変更の工事に該当  

しないこととなるが、高圧ガスの通る  

部分の設備のうち、配管及びそれに付

属するバルブのルート変更（配管に付

属する設備又は近接する設備の取替え

に伴い必要が生じた配管変更､迂回等

に限る。）については軽微な変更の工事

に該当するものとする。 
 なお、軽微な変更の工事に該当する

ルート変更であっても、耐震上軽微な

変更に該当しない場合は、同基準が適

用される。 
 

 
配管の取替えで溶接を伴う場

合は、許可等が必要か。 
取替える配管は、高圧ガス配

管である。 
 
 

 
管類に係る認定試験者の成績書がな

ければ、変更許可が必要であり、完成検

査も必要である。 
 ただし、管類に係る認定試験者の成

績書があれば、軽微変更届でよい。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ３ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
配管の取替え  
 
 
 
 

 
溶接継手の種類変更（例 ボ

ス⇒ニポレットボス）は、許可等

が必要か。 
 

 
耐圧部分の変更があるため、変更許

可が必要である。 

 

既存配管の外径は変更しない

が、肉厚(内径)を変更する場合

は、許可等が必要か。 

 
耐圧部分の変更があるため、変更許

可が必要である。 
 

ただし、管類に係る認定試験者が実

施すれば軽微変更の届出でよい。 
 

 
配管の耐食性向上を目的に既

設の配管内面にライニング施工

する場合は、許可等が必要か。 
 

 
耐圧部に熱影響がなければ、届出不

要である。 
 
 

 
配管の改造 

 
既存部分と溶接を伴う配管の

改造で、管類に係る認定試験者

が施工した場合、完成検査で、耐

圧試験が必要か。 
取替える配管は、高圧ガス配

管であるものとする。 
（下図） 
 

 
 既存部分との溶接部について、認定

試験者の成績書に含まれるものであれ

ば、完成検査での耐圧試験は必要ない。 

 
                    溶接 
                     ↓ 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ４ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
可とう管の取替え 

 

 可とう管(高圧ホース・金属

フレキ管等)を取替える場合は、

許可等が必要か。 

 取替える可とう管は、高圧ガ

ス配管である。 

  
充塡又は受入に係る可とう管(直接

容器等に接続される部分のものに限

る。)であれば、許可・届は必要ない。 

 

《参考》資料編Ａ 

「軽微な変更の工事の取扱いについ

て」（平成３０年３月３０日付け２０１

８０３２３保局第１３号）を参照のこ

と。 

【抜粋】１３． 

許可及び届出の不要な工事について 

(2)充填又は受入れに係る可とう管（直

接容器に接続される部分のものであっ

て高圧ホース及び金属フレキ管に限

る。）の取替え 

 

 その他の可とう管は、高圧ガス保安

協会の検査合格品(又は管類に係る認

定試験者の成績書のあるもの)であれ

ば軽微変更届、そうでなければ、変更許

可が必要であり、完成検査も必要であ

る。 

 
可とう管等の強度

証明について 
 
 
 
 

 

可とう管のような肉厚の算定

が困難な設備を取替え又は設置

する場合、強度の証明のために

何を添付すればよいか。 

 

 

 

 

 

 
強度計算書の代替資料として、許可

申請・届出時に設備の図面と常用圧力

の４倍の圧力で実施した耐圧試験の記

録を添付すること。このとき、試験記録

は図面の「形式」と耐圧試験に使用した

設備の「形式」が同じであるとわかるも

のであること。 
なお、４倍耐圧試験記録は形式ごと

で良く、同口径で長さが異なるものも、

「同じ形式」として扱う。 
認定品等の場合は４倍耐圧試験記録

を許可申請時に添付する必要はない。 

42



高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ５ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
配管の材質変更 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 既設配管の取替えで材質を変

更（例えばＳＵＳ３０４ＬをＳ

ＴＰＧ３７０に変更）する場合

で、工事の施工は管類に係る認

定試験者が行うときの、申請手

続きは。 
 
また、管類に係る認定試験者

が工事を行わない場合はどのよ

うな手続きとなるか。 
 

 
 管類に係る認定試験者が実施するの

で軽微変更の届出でよい。 
 

 
 
 
 
なお、管類に係る認定試験者が工事

を行わない場合は変更許可申請が必要

である。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ６ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
配管の補修 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 配管の肉厚が減少し当板によ

り補修する場合は、許可等が必

要か。 
 また、肉盛補修時の手続きは

どうなるか。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 耐圧部分の肉盛補修以外の改造であ

るので、変更許可が必要である。 
 なお、保安検査に係るものの肉盛補

修については、保安検査の報告事項と

すること。（許可・届は必要無し。） 
 検査については、次のとおりとする。 
【溶接により耐圧部分に熱影響を及ぼさ

ないという裏付け（立証）がない場合】 
  改造部分の非破壊検査、耐圧試験

及び気密試験が必要である。 
【溶接により耐圧部分に熱影響を及ぼさ

ないという裏付け（立証）がある場合】 
  改造部分の非破壊検査及び気密試

験を実施すればよい。 

 
配管の切断及び再

溶接 

 
 小口径配管の内部清掃の工事

を行う際、配管の切断及び再溶

接が必要な場合、許可等が必要

か。 
 

 
変更許可が必要である。 
ただし、管類の認定試験者の成績書

がある場合は、軽微変更届でよい。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ７ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
配管の更新（耐震

設計） 
 

 

 耐震設計の必要な配管を更新

する場合は、耐震の検討が必要

か。 

配管は、 
①ルート変更は行なわない。 
②同一外径である。 
③材質は変更する。 

ものとする。 
 

 
 管類に係る認定試験者が施工した場

合は、更新配管の重量の増減にかかわら

ず、耐震設計は必要ない。 
 ただし、更新配管の重量が前より重く

なる場合は、その支持架台の許容設計荷

重を超えないこと。 

 

 

《参考》 

資料編Ｆ 
「既設配管の変更工事に伴う耐震告示

適用の事例集」（平成１１年３月１８ 
日）を参照のこと。 
＜運用事例＞(2) 耐震設計を要しない

変更工事 
 ①同一部材以外の配管の取替え（一部

及び全部の取替えを含む。）に伴う変更

工事 
ルート変更を行わない既設配管の部

材の取替え工事のうち､同一外径であ

るが使用する部材を変更する場合又は

同一部材ではあるが肉厚を変更する場

合については、耐震設計の見直しを行

う必要はない。 
ただし、当該工事によって変更部分

における配管重量が工事前の重量より

重くなる場合は、当該変更部分の配管

を支持している架構等に係る許容設計

荷重以内であることが確認された場合

に限るものとする。 
【解説】（ﾊ）管類に係る大臣認定試験者

が施工する場合に限るものである。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ８ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
配管の改造（耐震

設計） 

 

既設配管から分岐して配管を新

設する場合は、既設配管も耐震設

計が必要か。 

また、当該配管系が耐震告示

第１７条の【配管支持の方法】によ

り設計できる場合、配管スパン長

は、どの間の長さを取ればよいの

か。 

配管系は、 
①地盤面上の高圧ガス配管で

ある。 
②すべて外径が４５ｍｍ以上

の配管である。 
③地震防災遮断弁で区切られ

た間の内容積は３㎥以上で

ある。 
ものとする。 
(下図) 

 

 
既存配管との間に地震防災遮断弁を

設置しない限り、既設配管の耐震設計

が必要である。 
 また、配管スパン長については、ＢＣＥ

間では、「既設配管について、管軸に平

行な地震動に対し、配管の変位を拘束す

る機能を有している。」とは言えないの

で、ＡＤＥ間を取る必要がある。 
 
 
 

 

 

                          新設配管（４Ｂ） 

        Ｕボルトで固定 

                                             

   

                  

                                     Ｃ     Ｄ 

            Ａ             Ｂ    

 

                既設配管（８Ｂ） 

                               Ｅ 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ９ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
配管の改造（耐震

設計） 

 
ポンプ吐出ラインに、気密試験

用高圧窒素ラインを新設する場合

は、配管の耐震設計が必要か。 

ただし、弁Ｃ及び弁Ｄは、通常

の運転時に常に閉止状態にある

弁とする。 

配管系は、 
①地盤面上の高圧ガス配管で

ある。 
②すべて外径が４５ｍｍ以上

の配管である。 
③地震防災遮断弁Ａ、Ｂ及び

弁Ｃで区切られた間の内容

積は３㎥未満である。 
④弁Ｃ及び弁Ｄで区切られた

間の内容積は３㎥未満であ

る。 
⑤地震防災遮断弁Ａ、Ｂ及び

弁Ｄで区切られた間の内容

積は３㎥以上である。 
ものとする。 
(下図) 

 
通常の運転時に常に閉止状態にある

弁Ｃ及び弁Ｄは、地震防災遮断弁と同様

に取り扱うことができ、地震防災遮断弁

Ａ、Ｂ及び弁Ｃで区切られた間の内容

積並びに弁Ｃ及び弁Ｄで区切られた間

の内容積が３㎥未満であることから、

配管の耐震設計は必要ない。 

 

《参考》 
「高圧ガス保安法及び高圧ガス保安法

施行令の運用及び解釈について」（令和

２年８月６日付け２０２００７１５保

局第１号）を参照のこと。 
 

                         Ｂ 
                   
 
 
                 Ｃ(常に閉止)          Ｄ(常に閉止) 

（３㎥未満） 
（３㎥未満） 

 
   Ａ    
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１０ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
配管の改造（耐震

設計） 

 
平底円筒形貯槽と球形貯槽と

の共通ラインを新設する場合は、

配管の耐震設計が必要か。 

配管系は、 
①地盤面上の高圧ガス配管で

ある。 
②すべて外径が４５ｍｍ以上

の配管である。 
③地震防災遮断弁Ａ、Ｂ及び

フランジＥで区切られた間

の内容積は３㎥未満であ

る。 
④地震防災遮断弁Ｃ、Ｄ及び

フランジＦで区切られた間

の内容積は３㎥未満であ

る。 
⑤フランジＥ及びＦで区切ら

れた間の内容積は３㎥以上

である。 
ものとする。 
(下図) 

 

 

地震防災遮断弁Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤで区

切られた間の内容積が３㎥以上である

ことから、地震防災遮断弁Ａ、Ｂ、Ｃ及

びＤで区切られた間の配管の耐震設計

が必要である。 

ただし、フランジＥ及びＦに地震防災遮

断弁を設置すれば、耐震設計はフラン

ジＥ及びＦで区切られた間の配管のみ

でよい。 

 

 

 
      Ａ                    Ｂ 
           （３㎥未満） 
            
           Ｅ                平底円筒形貯槽 
            
            

（３㎥以上) 
 
                           球形貯槽 
 
     Ｃ     Ｆ  Ｄ 
 

（３㎥未満） 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１１ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
配管の改造（耐震

設計） 

 
Ａ社からの窒素受入れラインを

改造する場合は、配管の耐震設

計が必要か。 

配管系は、 
①高圧ガス配管で、一部は埋

設導管である。 
②すべて外径が４５ｍｍ以上

の配管である。 
③緊急遮断弁Ａ及び地盤面境

界Ｂで区切られた間の内容

積は３㎥未満である。 
ものとする。 
(下図) 

 

 

 

 
耐震設計が必要な配管は、地盤面上

の配管のみであり、緊急遮断弁Ａ及び地

盤面境界Ｂで区切られた間の地盤面上

に設置された配管の内容積が３㎥未満

であることから、配管の耐震設計は必

要ない。 

なお、配管の改造は、単なる取替えで

はないので、変更許可が必要である。(軽

微変更届ではない。) 

 

 
 
 
       球形貯槽 
 
  
 
 
 
  緊急遮断弁Ａ                   既設地上部分 
  既設地上部分           改造部分 
 
                     Ｂ 
 
                           既設埋設部分 
 
 
                Ａ社の窒素導管 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１２ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
配管の耐震設計 
 

 
 耐震設計構造物である配管に

含まれる弁の取替えで、配管の

面間調整が必要となる場合、許

可等が必要か。 
 取り替える弁は認定試験者の

成績書がある。 
 
 また、耐震性能評価は必要か。 
 
 
 
 
 

 
変更許可が必要である。 

 ただし、認定品であるスペーサーを

挿入する場合、又は管類に係る認定試

験者が施工した場合は、軽微変更届で

よい。 
 
 耐震性能評価が必要である。 
 ただし、認定品であるスペーサーを

挿入する場合、又は管類に係る認定試

験者が施工した場合は、耐震性能評価

は不要である。 
 

 
 既存の外径が４５ｍｍ以上の

地上配管の変更工事で耐震設計

構造物である配管の判定のため

の内容積の計算は、当該変更工

事範囲の配管の内容積でよい

か。 
 

 
 当該変更工事の範囲だけの内容積で

はなく、変更箇所を包含した地震防災

遮断弁で区切られた間の配管の内容積

を計算する必要がある。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１３ 
配管の変更 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
配管の耐震設計 

 
外径４５ｍｍ以上の配管系の

地震防災遮断弁を同等の認定品

に更新した際、重量が増加した。

この場合、耐震計算は必要か。 
 

 
耐震設計は必要だが、既に計算され

ている許容設計荷重以内であれば耐震

設計の見直しは不要である。 
 

 

 
配管が４５ｍｍ以上の設備に

おいて配管容量が３㎥未満とな

る改造を行った場合、地震防災

遮断弁を撤去する事は可能か。

またその際、耐震計算は必要か。 
 

 
地震防災遮断弁の撤去は可能であ

り、耐震計算は不要である。 

 

51



高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ １４ 

配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
配管の耐震設計 

 
下図のような配管の２系列化 

を行う場合、既設配管の耐震設

計 
見直しにおける既設配管の耐

震 
計算範囲を以下のようにしても 
よろしいか。 
問１ 既設配管が許容スパン法 
で耐震設計されている場合 
新設配管の影響が及ぶ a、b の 
X、Y、Z 軸の３軸固定点間に限

定 
する。 
【理由】 
新設配管の影響を受けるのは 
a、ｂ間に限定されるため 
問２ 既設配管が耐震設計され 
ていない場合 
ＡＢ間の全長にわたり耐震計 
算する。 
【説明図】 
Ａ、Ｂ、Ｃは地震防災遮断弁、 
a、ｂ、ｃ、d は X、Y、Z 軸の

３ 
軸固定点、 
ＡＢ間配管内容積３ｍ3 以上 
既設配管 外径４５ｍｍ以上 
新設配管 外径４５ｍｍ以上 

 
 
 
 

 
既設配管の耐震計算の見直し 

問１ 耐震設計されている場合は、新 
設配管の影響を受ける a 、b 点間に 
限定して耐震の計算をする。 
問２ 耐震設計がされていない場合 
は、ＡＢ間の耐震計算をする。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１５ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
導管の耐震設計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 コンビ則第１０条に該当する

導管を新設する場合の耐震設計

はどの基準を採用したらよい

か。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 コンビ則第１０条第５号の技術上の

基準に地震の影響によって生じる応力

に対し安全なものであることと規定さ

れており、配管の耐震設計などを参考

にする。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１６ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
配管の設計圧力

（設計温度）変更

手続き 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 改造工事に伴い既設配管の設

計圧力（設計温度）を新設配管の

設計圧力（設計温度）に変更した

い場合、どのような手続きが必

要か（常用圧力（常用温度）は変

更しない）。 
圧力（温度）を上げる場合 
圧力（温度）を下げる場合 
 
 
 
 
 
 
 

 
 手続きは不要。ただし既設配管の肉

厚から逆算した許容圧力以下であるこ

と。 
 また、設計温度変更については、変更

後の設計温度における許容引張応力等

からみて発生応力に対し十分な強度を

有すること。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１７ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 
製造施設の機能に

支障を及ぼすおそ

れのない高圧ガス

設備の撤去の工事

について 
 
 
 
 

 
設備の耐圧部となるフランジ

タイプの弁を撤去して閉止フラ

ンジに変更する場合、許可等が

必要か。（図①） 

 
軽微変更でよい。 

 
 

 
フランジを新たに設けてその

先を撤去する場合、許可等が必

要か。（図②） 
  

 
変更許可が必要である。 
ただし、管類に係る認定試験者の成

績書があれば、軽微変更でよく、耐震設

計の見直しも行う必要はない。 
 

 
配管途中にあるドレンノズル

を撤去する場合、許可等が必要

か。（図③） 
 

 
変更許可が必要である。 
ただし、管類に係る認定試験者の成

績書があれば、軽微変更でよく、耐震設

計の見直しも行う必要はない。 
 

 
分岐管の一方を撤去し、エル

ボにする場合、許可等が必要か。

（図④） 

 
変更許可が必要である。 
ただし、管類に係る認定試験者の成

績書があれば、軽微変更でよく、耐震設

計の見直しも行う必要はない。 
 

 
 
 
 
 
 
        
 
 
 
 
                     
 

撤去 

撤去 

撤去 

① 

② 

③ 

④ 

撤去 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１８ 
配管の変更 
 

変更項目 質 問 内 容 回      答 
 

ラック上の配管の

腐食防止を目的と

するシューの取付

け 

 

耐震設計構造物である高圧ガ

ス配管の外部腐食防止を目的

に、ラックと配管の間にシュー

を取り付ける。 

 この時配管位置が若干変わる

が、変更許可が必要か。 

 また、耐震設計をする必要が

あるか。 

 

 配管（耐圧部）の改造を伴うものであ

れば、変更許可及び完成検査が必要で

ある。 

 ただし、管類に係る認定試験者の成

績書があり、Ｑ＆Ａ 資料編 Ａ 「軽

微な変更の工事の取扱いについて 

９．」に該当する場合は、軽微変更届で

よい。 

 なお、「耐震上軽微な変更の工事」で

ある場合は、耐震設計をする必要はな

い。 

 「Ｑ＆Ａ配管の変更Ｑ２」を参照。 
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フローチャート Ⅳ 

付帯設備の変更 

流量計 液面計 圧力計 

弁類 

温度計 
その他 

計装設備 

特定設備以外

の容器等 

その他 

（部品の取替え、

設備の撤去等） 

計装設備 

Ｑ１～５ 

Ｑ１８～２６ 

Ｑ６，７ Ｑ８，９ Ｑ１０，１１ Ｑ１２ Ｑ１３～１５ 

Ｑ１６，１７ 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ  

 

 

 

Ｑ１ 

付帯設備の変更（弁類） 

 

変更項目 質 問 内 容 回      答 

 

弁類の変更  

 

フランジタイプの弁をゲート

(仕切り弁)からグローブ(玉形

弁)に変更する場合に、許可等が

必要か。 

変更後の弁は認定試験者の成

績書がある。 

  

認定試験者の成績書がある場合は、

軽微変更届でよい。 

ただし、面間が変わる場合は変更許

可必要である。このとき、認定品であ

るスペーサーを挿入する場合、又は管

類に係る認定試験者が施工した場合

は、軽微変更届でよい。 

 

 

 

 

 

 

溶接タイプの弁をゲート(仕切

り弁)からグローブ(玉形弁)に変

更する場合に、許可等が必要

か。 

変更後の弁は認定試験者の成

績書がある。 

 

 

 

 

 

 

変更許可が必要である。ただし、弁

及び管類の認定試験者の成績書があれ

ば、軽微変更届でよい。 

 

溶接タイプの弁の向きを変更

する場合は、許可等が必要か。 

*0°側から180°側 

 

 

変更許可が必要である。 

ただし、管類の認定試験者の成績書

がある場合は、軽微変更届でよい。 

 

 

 

 

 

弁本体の材質を変更し取替え

る場合は、許可等が必要か。 

 

認定試験者の成績書がある場合は、

軽微変更届でよい。溶接タイプは管類

の認定試験者の成績書も必要である。 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ  

 

 

 

Ｑ２ 

 付帯設備の変更（弁類） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

弁類の変更 

 

 

 

既設の弁を認定試験者の成績

書のない弁に取替える場合は、許

可等が必要か。 

 

変更許可が必要である。 

なお、検査は、材質検査、肉厚測

定、耐圧試験及び気密試験等が必要で

ある。また、強度計算書がない場合

は、常用圧力の４倍の耐圧試験が必要

である。 

 

 

認定試験者の成績書の有効期

間は何年か。 

 

 

 

 

 

また、認定試験者の成績書の

ある弁を使用した場合、有効期

限はどうなるか。 

 

 

認定試験者の成績書で、 

①完成検査に係るものは、試験日から 

３年 

②保安検査に係るものは、試験日から 

１年 

である。 

 

 一度でも使用した場合は認定試験者

の成績書は無効となる。 

 

  

認定試験者の成績書の有効期

間が切れた弁を使用する場合

は、どのような検査が必要か。 

 

 

 

 

 

 

 

また、メーカーで整備し、高

圧ガス保安協会の委託検査を受

検した場合は認定品と同等に扱

われるか。 

 

  

認定試験者の成績書のない弁として

の扱いになり、材質検査、肉厚測定、耐

圧試験及び気密試験等が必要である。 

ただし、材質検査及び耐圧試験は、

過去の検査記録が確認できれば、再実

施しなくてもよい。 

また、認定試験者の成績書（保安検

査）を取得した場合は、その成績書をも

って検査に代えることができる。 

 

高圧ガス保安協会の委託検査受検品

のうち、例示基準で定める検査方法等

に従って、耐圧試験、気密試験及び強

度確認の検査を行ったものについて

は、認定品として扱うこととする。 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ  

 

 

 

Ｑ３ 

 付帯設備（弁類） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

弁類の変更 

 

認定試験者の成績書の有効期

限が軽微変更届の際に切れてい

たが届出は可能か。 

 取替日(取替え後の気密試験の

日)は有効期限内であった。 

 

 

認定試験者の成績書の有効期限が、

取替え後の気密試験時に切れていなけ

れば届出は可能である。 

 

 

認定試験者の成績書のある使

用済み弁を再使用する場合は、

どのような検査が必要か。 

 

申請手続きは認定試験者の成績書の

有効期間が切れた弁と同様の検査を行

うこと。 

ただし、転用するには、以下の要件

を満たす必要がある。 

・成績書の仕様範囲内であること 

・維持管理が適切であること 

・再整備を実施すること 

 

 

弁を新規に設置する工事にお

いて、当該弁を通るガスと認定

試験者試験等成績書の備考欄に

記載されている「ガスの種類」

および「ガスの名称」が異なる

場合にこの弁は使用することが

出来るか。 

 

技術上の基準を満足すれば使用でき

る。 

なお、ガスの区分（可燃性ガス、毒性

ガス、酸素、その他ガス）が同じ場合、

毒性ガス又は可燃性ガス仕様の認定弁

をその他ガスに使用する場合及び毒性

ガス仕様の認定弁を可燃性ガスに使用

する場合は原則として認定弁の扱いと

する。 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ４ 

 付帯設備の変更（弁類） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

弁類の変更 

 

自動ボール弁のどの部分を取

替える場合に、許可等が必要か。

（下図Ａ・Ｂ・Ｃ） 

 

 

 
Ａ（駆動部） 

 

 

 

 

 
Ｃ（ボデー） Ｂ（ボール） 

 

耐圧部分の取替えを伴えば、変更許

可が必要である。 

該当する耐圧部分は、Ｃのみである。

Ａ・Ｂの取替えは、許可・届の必要は 

ない。 

なお、弁全体を取替える場合は、変更

許可が必要である。（認定試験者の成

績書がある場合は、軽微変更届でよ

い。） 

 

常用温度が－４５℃の弁で、ヨ

ーク部分の材質をＳＣＰＨ２（高

温高圧用鋳鋼品  最低使用温度 

－５℃）とすることができる

か。 

 

ヨーク部分は耐圧部分ではないの

で、材質の規制対象外であり使用でき

るが、弁の重要な部分であるので、好

ましくない。 

 

ラプチャーディスク（破裂

板） のホルダー（本体）を取替

える場合は、許可等が必要か。 

 

耐圧部分の取替えであるので、変更

許可が必要である。 

ラプチャーディスク（破裂板）のみを

取替える場合は、「消耗品の取替え」と言

えるので、許可・届は必要ない。 

 

《参考》資料編Ａ 

「軽微な変更の工事の取扱いについ

て」（平成３０年３月３０日付け２０

１８０３２３保局第１３号）を参照の

こと。 

【抜粋】１３． 

許可及び届出の不要な工事について 

（６）消耗品(事業者が保安上特段の支

障がないと判断したものに限る。)の
取替え 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

Ｑ５ 

付帯設備の変更（弁類） 

 

変更項目 質 問 内 容 回      答 

 

安全弁の取替え 

 

認定試験者の成績書のある安

全弁に取替える場合、許可等が

必要か。取替える安全弁は同材

質・同サイズ・同形状の仕様で

ある。 

形式、材質変更等がある場合

は、許可等が必要か。 

 

 

軽微変更の届出でよい。 

溶接タイプの場合は、管類認定者の成

績書も必要である。 

形式、材質変更等がある場合も同様

の手続きとなる。 

 

既に設置されている安全弁の

バネのみを交換した場合は許可

等が必要か。 

交換するバネは同等品以上 

を用い設定圧力等の変更は、行

わない。 

 

 

耐圧部分の変更がなければ、許可・

届は必要ない。 

《参考》資料編Ａ 

「軽微な変更の工事の取扱いについ

て」（平成３０年３月３０日付け２０

１８０３２３保局第１３号）を参照の

こと。 

【抜粋】１３． 

許可及び届出の不要な工事について 

（３）高圧ガス）その原料となるガス

を含む。）の通る部分の設備を構成す

る部分のうち、耐圧性能又は気密性に

直接影響のない部品又はＪＩＳ等の規

格品であり、その性能が保証されてい

るものの取替え（ボルト、ナット、圧

縮機のピストン、反応器の攪拌機のプ

ロペラ、蒸留塔のトレイ又は熱交換器

の邪魔板等） 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ６ 

 付帯設備の変更（圧力計） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

圧力計の改造 

 

通常の圧力計（ＰＧ）を接点

式に改造する場合は、許可等が必

要か。 

圧力計は、接点機構のみ変更

するものとする。 

 

通常    接点式 

 

耐圧部分の改造がなければ、許可・

届は必要ない。 

  

 

 

 圧力計を同一方式で取り替え

る場合は、許可等が必要か。 

 

耐圧部分の改造がなければ、許可・

届は必要ない。なお、オイルの有無の

変更やレンジ変更等は方式の変更には

含まれない。 

変更範囲に導圧管を含む場合は変更

許可が必要である。ただし、認定試験

者の成績書がある場合は、軽微変更届

でよい。 

 

 

導圧管（シールポット付）タイ

プをダイヤフラム式キャピラ

リータイプに発信器を変更す

る場合は、許可等が必要か。 

（下図Ａ部） 

 

 

耐圧部分の変更を伴えば、変更許可

が必要である。 

ただし、認定試験者の成績書がある

場合は、軽微変更届でよい。 

 

Ａ部 
 

 

 

 
 

 

設定針 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ７ 

 付帯設備の変更（圧力計） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

圧力計の変更・取

替え 

 

圧力計の取替え及び変更で、以

下の場合に許可・届は必要か。

（下図） 

①A⇔B（変更） 

②A⇔C（変更） 

③B⇔C（変更：耐圧部材変更あり） 

④B⇔C（取替：耐圧部材変更なし） 

⑤A→A（取替） 

⑥B→B（取替） 

⑦C→C（取替） 

 

 

①変更許可が必要である。 

②変更許可が必要である。 

③変更許可が必要である。 

④変更許可が必要である。 

⑤許可・届は必要ない。 

⑥許可・届は必要ない。 

⑦許可・届は必要ない。 

 

 

 

圧力計の変更 

 

法定圧力計を同じ圧力区分内

の別の圧力計へと変更する場合

は、許可・届が必要か。 

 

 

 

精度検査を行ったものであれば、許

可・届は必要ない。 

なお、変更後の圧力計は製造細目告

示及び例示基準を満足する必要があ

る。 

 A:ダイヤフラムシール式 

ブルドン管（フランジ接合）  

B：ブルドン管 

（ねじ接合）  
C:接点付き圧力計（伝送器付） 

（ねじ接合） 

     ：取替範囲 

64



 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ８ 

 付帯設備の変更（温度計） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

温度計の改造 
 

温度計を保護管タイプから表

面温度計に変更する場合は、許可

等が必要か。 

(下図Ａ) 

 

表面温度計の取付け自体は、許可・

届の必要はない。 

ただし、耐圧部分である保護管挿入部

の改造を伴えば、変更許可が必要であ

る。 

 

温度計の保護管を改造する場

合は、許可等が必要か。 

(下図Ｂ) 

 

耐圧部分の改造であるので、変更許

可が必要である。 

 

 

図Ａ 

 

 

        指示 

 

                           指示 

 

 

 

 

 

図Ｂ 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ９ 

 付帯設備（温度計） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

表面温度計の設置

について 

 

高圧ガス加熱炉チューブへの

表面温度計の取り付けで温度計

の取替え、増設は軽微変更でい

いか（取り付けは肉盛溶接程

度）。 

 

加熱炉チューブへの表面温度計の溶

接による取り付け（耐圧部分に熱影響を

及ぼさない場合に限る。）で、同一方式

への取替えの場合は許可・届の必要は

ない。 

なお、増設の場合は軽微変更届が必要

である。 

 

シース式熱伝対の

取替えについて 

 

シース式熱電対を取替える場

合は、許可等が必要か。 

保護管の強度計算書、ミルシ

ートはある。 

 

シース式熱電対本体の取替え自体

は、許可・届の必要はない。 

ただし、保護管等の耐圧部分の改造を

伴えば変更許可が必要である。 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ１０ 

 付帯設備の変更（液面計） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

液面計の改造 

 

マグネット式液面計を接点

式に改造する場合は、許可等が必

要か。 

液面計は、接点機構のみ変更

するものとする。 

 

耐圧部分の改造がなければ、許可・

届は必要ない。 

なお、液面計全体を取替える場合

は、変更許可が必要である。（認定試

験者の成績書がある場合は、軽微変更

届でよい。） 

 

 

ガラス式液面計又はマグネッ

ト式液面計を指示調節式に変更

する場合は、許可等が必要か。

（下図Ａ） 

 

 

耐圧部分の変更を伴えば、変更許可

が必要である。 

ただし、認定試験者の成績書がある

場合は、軽微変更届でよい。 

 

 

ガラス式液面計からマグネッ

ト式液面計に変更する場合、許

可等が必要か。（下図Ｂ） 

 

 

変更許可が必要である。 

ただし、認定試験者の成績書がある

場合は、軽微変更届でよい。 

 

 

差圧式液面計の圧力発信器

（下図   部分）を同一方式

で取り替える場合は、許可等が

必要か。 

 

 

圧力計と同様に、耐圧部分の改造が

なければ、許可・届は必要ない。 

 

図Ａ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ｂ 
 
 
 
 
 
 
 
 

ダイヤフラム式 

キャピラリー 

フロート式 
導圧管 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ１１ 

 付帯設備の変更（液面計） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

液面計の改造 

 

認定試験者の成績書のないダ

イヤフラム式液面計は、どのよう

な検査が必要か。 

 

 

材質検査、肉厚測定、耐圧試験及び

気密試験等が必要である。 

 

液面計の設置位置

の変更 

 

液面計を認定品で取替える

際、設置位置を変更した場合、

許可等が必要か。 

 

  

認定品での液面計の取替えは、軽微

変更届でよいが、設置位置を変更した

場合は変更許可が必要である。 
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Ｑ１２ 

 付帯設備の変更（流量計） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

流量計の改造 

 

流量計の導圧配管、ドレン弁又

は発信器等を取替える場合は、許

可等が必要か。 

（下図Ａ部） 

 

耐圧部分の変更を伴えば、変更許可

が必要である。 

導圧配管又はドレン弁の取替えは、耐

圧部分の変更であり変更許可が必要で

ある。 

ただし、変更した部分の認定試験者

の成績書がある場合は、軽微変更届で

よい。 

 

差圧式流量計の圧力発信器

（下図  部分）を同一方式で

取り替える場合は、許可等が必

要か。 

 

 

圧力計と同様に、耐圧部分の改造が

なければ、許可・届は必要ない。 

 

差圧式流量計から渦流量計等

に方式を変更し、認定試験者の

成績書がある場合は、許可等が

必要か。 

 

 

軽微変更届でよい。 

 

 

 

 

コリオリ流量計のような、配

管部分を含む発信機の取替えは

許可等が必要か。 

 

変更許可が必要である。 

ただし、認定試験者の成績書がある場

合は、軽微変更届でよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ部 
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Ｑ１３ 

 

 付帯設備（その他計装設備） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

圧力計、レベル

計、流量計、温度

計等の発信機又は

伝送器の取替え 

 

 

 

 

空気式から電気式への変更は

許可等が必要か。 

 

 

 

 

 

耐圧部を含む場合は変更許可が必要

である。 
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Ｑ１４ 

 付帯設備の変更（その他計装設備） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

その他計装設備の

変更 

 

認定試験者の成績書のある計

装機器を設置する場合、申請書に

強度計算書の添付が必要か。 

 

必要ないが、「ガス設備一覧表（スト

レ－ナ－・液面計等）」に認定の有無

を記入すること。 

なお、完成検査時等に成績書を確認

する。 

 

《参考》 

資料編Ｂ 

「高圧ガスの製造許可申請等に係る添

付書類の記載事項等について」（平成

２８年３月３０日付け２０１６０３２

３商局第２号）別表 高圧ガス製造許可

（添付すべき書面又は図面）⑦を参照

のこと。 
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Ｑ１５ 

 付帯設備（その他計装設備） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

計装機器の部品の

取替えについて 

 

計装機器で耐圧部以外に使用

している電磁弁、リミットスイ

ッチ、計装用エアー用の減圧

弁、ポジッショナーの取替えは

許可等が必要か。 

 

計装機器でガス設備以外の部品の取

替えについては、許可・届の必要はな

い。 

 

計装設備の補修 

 

 

 

 

計器類の内部品を溶接補修す

る場合、許可・届出は必要か。 

 

 

 

耐圧部分の変更がなければ、許可・

届は必要ない。 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ１６ 

 付帯設備の変更（特定設備以外の容器等） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

特定設備以外の容

器等の変更 

 

認定試験者の成績書のないス

トレーナは、どのような検査が必

要か。 

 

材質検査、肉厚測定、耐圧試験及び

気密試験等が必要である。 

また、強度計算書がない場合は、常

用圧力の４倍の耐圧試験が必要であ

る。 

 

高圧ガス設備である圧縮機の

モーターを取替える場合は、許可

等が必要か。 

モーターの回転数等の変更が

なく処理能力の増減はないもの

とする。 

 

耐圧部分ではないので、許可・届は

必要ない。 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ１７ 

 付帯設備（特定設備以外の容器等） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

往復動圧縮機のシ

リンダの更新 

 

シリンダを更新する場合は変

更許可か軽微変更か又どのよう

な検査が必要か。 

また、高圧ガス保安協会の委

託検査を受けたシリンダの場合

はどう取り扱われるか。 

なお、更新後のシリンダは仕様

（寸法、設計圧力等）の変更が

なく、処理能力の増減はないも

とする。 

 

耐圧部分であり、変更許可及び完成

検査が必要である。ただし、認定試験

者の成績書がある場合は、軽微変更届

でよい。 

完成検査においては、肉厚測定、材料

確認、耐圧・気密検査が必要である。 

なお、高圧ガス保安協会の委託検査

受検品のうち、例示基準で定める検査

方法等に従って、耐圧試験、気密試験

及び強度確認の検査を行ったものにつ

いては、認定品として扱うこととす

る。 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ１８ 

 付帯設備の変更（部品類） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

部品の取替え設備

の撤去等 

 

高圧ガス設備の部品（ボル

ト、ナット、圧縮機のピストン、

反応器の攪拌器のプロペラ、蒸留

塔のトレイ、熱交換器の邪魔板

等） を取替える場合は、許可等

が必要か。 

 

耐圧部分ではないので、許可・届は必

要ない。 

 

《参考》資料編Ａ 

平成３０年３月３０日付け２０１８０

３２３保局第１３号）を参照のこと。 

【抜粋】１３． 

 

許可及び届出の不要な工事について 

（３） 高圧ガス（その原料となるガス

を含む。）の通る部分の設備を構成

する部品のうち、耐圧性能又は気密

性に直接影響のない部品又はＪＩＳ 

等の規格品であり、その性能が保証

されているものの取替え（ボルト、

ナット、圧縮機のピストン、反応器

の攪拌器のプロペラ、蒸留塔のトレ

イ、熱交換器の邪魔板等） 

 

独立した製造設備（ローリー

等の移動式製造設備、実験設備

等）を撤去する場合は、許可等

が必要か。 

 

本来、許可・届の必要はないが、県で

撤去の状況がつかめないので、軽微変更

届の提出をお願いします。 

 

《参考》 

資料編Ａ 

「軽微な変更の工事の取扱いについ

て」（平成３０年３月３０日付け２０

１８０３２３保局第１３号）を参照の

こと。 

【抜粋】１３． 

許可及び届出の不要な工事について 

（４）  独立した製造設備、貯蔵設備及

び容器置場の撤去の工事（ただし、第

一種製造者及び第一種貯蔵所の所

有者又は占有者は、本工事に取りか

かる前に都道府県にその旨報告する

こと。） 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ１９ 

 付帯設備（容器置場等） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

容器置場の火気と

の距離 

 

容器置場の周囲２ｍ以内にお

いては火気の使用が禁じられて

いる。 

周囲２ｍは水平距離とされ、

高さが規定されていないが、運

用上はいくらとするのか。 

 

高さの規定はない。 

容器置場から水平距離で２ｍ 以内に

おける火気の使用を制限するものであ

る。 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ２０ 

 付帯設備（その他） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

管類の認定試験者

が行った気密試験 

 

認定試験者は認定の区分によ

り、弁類、管類等に区分されて

いる。 

製造施設を改造する際には、特

定設備である槽、熱交換器、認定

品であるポンプ、弁類、配管等の

複数の機器を含めた改造を行うこ

とが多い。その際に各機器の接続

部の気密試験の確認について以

下のように考えてよいか。 

 

認定試験者の成績書は、あくまで個々

の機器に出されるものである。 

組み上げられた状態での総合的な気

密性能（機器同士の接続部の気密性能）

まで保証するものではない。従って、

完成検査として気密試験を要する。 

ただし、高圧ガス保安協会の高圧ガス

設備試験成績証明書のある設備で、機器

の種類が「Ｚ．複合機器」の場合には、

組み上げられた状態での総合的な気密

性能を有するものとする。この場合は高

圧ガス設備試験成績証明書の確認をも

って、気密試験とする。 

 
耐圧試験については個々の機

器ごとに試験を行い確認する。気

密試験についても耐圧試験同様

に個々の機器ごとに行い確認す

る。 

管類の認定試験者が槽、熱交換

器、ポンプ、弁類、配管等を装置

として組み上げた後に、これらを

一体で総合的に気密試験を実施

し、確認した場合には、完成検査

時の気密試験は認定試験者の成

績書を確認することとしてよい

か。 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ２１ 

 付帯設備（その他） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

避雷針の設置基準

について 

 

高圧ガス機器が、危険物施設

である場合、消防法では避雷設

備の保護レベルは原則としてⅠ

にすることとなっている。 

機器高さが低い場合でも、安

全性を考慮して、レベルⅠで設

置することでよいか 

 

現在高圧ガス保安法では、コンビナー

ト等保安規則第１０条第３７号で落雷

による導管への影響を回避するための

措置があり、例示基準では ＪＩＳ Ａ４

２０１ が示されている。導管以外では、

現在法律による規定がないので、他の法

令による規定によってもらえばよい。 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ２２ 

 付帯設備（その他） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

常用圧力、 温度

等の届出値の変更

について 

 

設計圧力、設計温度内で回転

機（ポンプ、コンプレッサー）

の常用圧力、常用温度の届出値

を上げたい場合の手続きはどう

すればよいか。 

また、届出値を下げたい場合は

どうすればよいか。 

 

高圧ガス設備において、 

常用圧力または常用温度の変更は変更

許可が必要であり、申請にあたり次の検

査記録を提出すること。 

 

【圧力を上げる場合】 

非破壊検査、肉厚測定、耐圧試験（その

機器が製作時に受けた検査の記録で確

認できる場合を除く）、気密試験 

 

【温度を変更する場合】 

許容引張応力に変更がある場合は肉厚測

定 

 

なお、常用圧力または常用温度の変更

に際して、変更工事を伴わない場合は、

完成検査は必要ない。 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 
 

 

 

 

Ｑ２３ 

 付帯設備（基礎、ラック関係） 

 

変更項目 質 問 内 容 回 答 

 

ラックの補強につ

いて 

 

既設パイプラックに高圧ガス

配管が乗っており、そのラック

のみを補強 

（ブレースの追加、Ｈ鋼の補

強、梁の追加）する場合の届出

はどうすればよいか。 

 

「高圧ガスの通らない部分の設備に係

る同等以上のものへの取替えの工事」と

同様とみなせるので、届出不要な工事と

する。 

   

工場外に設置された導管の配

管橋のラックを補強する場合

は、許可・届は必要か。 

 

「高圧ガスの通らない部分の設備に

係る同等以上のものへの取替えの工

事」と同様とみなせるので、届出不要

な工事とする。 

 

防液堤の設置 

 

自主的に高圧ガス施設内に新

たに防液堤を設置した場合は許

可・届は必要か。 

 

 

許可・届は必要ない。 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 

 

 

 

 

Ｑ２４ 

付帯設備の変更（メカニカルシール類） 

 

変更項目 質 問 内 容 回      答 

 

メカニカルシール

の取替え 

 

 

 

 

 

 

 

回転機等の軸シールに係るメ

カニカルシールを同等品へ取替

える場合、許可等が必要か。 

 

また、メカニカルシールの仕

様を変更して取替える場合は、

許可等が必要か。 

 

 

 耐圧部分の変更がなければ、許可・

届は必要ない。 

《参考》資料編Ａ 

「軽微な変更の工事の取扱いについ

て」（平成３０年３月３０日付け２０

１８０３２３保局第１３号）を参照の

こと。 

【抜粋】１３． 

許可及び届出の不要な工事について 

（６）消耗品(事業者が保安上特段の支

障がないと判断したものに限る。)の取

替え 

 

 同等品以外への取替えは変更許可が

必要である。 

 

 

メカニカルシールの変更後、

軸封部の気密試験はどのように

行えばよいか。 

 

常用圧力以上で気密試験を実施でき

ない場合は、許可申請時に理由を記載

し、どのような方法で気密性を担保す

るのか記載すること。なお、完成検査

後、すぐに実ガスでの気密試験を実施

し、遅滞なく報告すること。 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 

 

 

 

 

Ｑ２５ 

付帯設備の変更（その他） 

 

変更項目 質 問 内 容 回      答 

 

アキュムレータの

設置 

 

 

 

 

 

封入した窒素等のガスが高圧

ガスとなるアキュムレータを設

置する場合は、許可・届が必要

か。 

 

 

 

 

 

外部のガスの供給源と配管により

接続されていなければ、許可・届は

必要ない。ただし、高圧ガスの製造

には該当するため、一般則第６条第

１項第１１号から第１３号まで及び

同条第２項第１号イの基準に適合さ

せること。 

 
（抜粋） 

一般則第6条第1項 

第11号 高圧ガス設備は、常用圧力の1.5倍以上（液体を使用することが困難であると認め

られるときは、常用圧力の1.25倍以上の圧力で空気、窒素等の気体を使用して行う

試験）の圧力で水その他安全な液体を使用して行う耐圧試験に合格するものである

こと。 

第12号 高圧ガス設備は、常用圧力以上の圧力で行う気密試験又は経済産業大臣がこれら

と同等以上のものを認める試験に合格するものであること。 

第13号 高圧ガス設備は、常用の圧力又は常用の温度において発生する最大の応力に対

し、当該設備の形状、寸法、常用の圧力若しくは常用の温度における材料の許容応

力、溶接継手の効率等に応じ、十分な強度を有するものであること。 

一般則第6条第2項 

第1号イ 安全弁又は逃し弁に付帯して設けた止め弁は、常に全開にしておくこと。ただ

し、安全弁又は逃し弁の修理又は清掃のため特に必要な場合は、この限りでない。 
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 高圧ガス製造施設等の変更 Ｑ＆Ａ 

 

 

 

 

Ｑ２６ 

付帯設備の変更（その他） 

 

変更項目 質 問 内 容 回      答 

 

気密試験について 

 

完成検査の気密試験は、安全

なガス又は実ガスのどちらで行

っても良いか。 

 

原則として、空気その他危険性のな

い気体の気圧によって行うこと。 

 ただし、検査の状況によって危険が

ないと判断される場合は、当該高圧ガ

ス設備によって貯蔵又は処理されるガ

スを使用して気密試験を行うことがで

きる。この場合、変更許可申請時に実

ガスにて実施する旨及びその理由を記

載すること。 
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フローチャート Ⅴ 

 
 
 
 

申請書類 
その他 

 
 
 
      
 
             書類関係         その他 
 

Ｑ１         Ｑ２～Ｑ９ 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１ 

申請書類・その他 

 

質 問 内 容 回              答 

申請書類 

 

 

 

変更許可申請

をする場合、ど

んな書類が必要

か。 

 

【標準様式については、千葉県産業保安課、千葉市消防局指導課の「申請・届

出の手引き」を参照のこと。（ ）内は様式番号です。】 

 

 次の書類が必要である。 

１ 高圧ガス製造施設等変更許可申請書（Ａ－２） 

２ 変更明細書（ａ－２） 

(1) 変更の目的 

製造施設又は製造の方法を変更する目的の概要を記入すること。 

(2) 変更の内容 

変更する内容を箇条書きとすること。 

製造施設を新増設する場合は、製造の工程について記入すること。 

(3) 製造施設を設計・施工するに当たっての保安上特に配慮した事項 

   コンビナート等保安規則適用事業所に限り、施工の特殊性に応じ、設計・

施工段階から保安上特に配慮した事項を記入すること。 

例えば、水素侵食、応力腐食割れ等に対する対応策等。 

 (4) 高圧ガスの処理能力 

処理能力の変更の有無に関わらず、高圧ガス名ごとの処理能力及び事業

所の総計を記入すること。 

   処理能力の増減は、変更分の値とすること。 

(5) 処理設備の明細 

   設置又は撤去する処理設備についてのみ記入すること。 

３ 法第８条第１号及び第２号の技術上の基準に関する事項 

           一般高圧ガス保安規則適用事業所（ａ－３－１） 

           液化石油ガス保安規則適用事業所（ａ－３－１） 

           コンビナート等保安規則適用事業所（ａ－３－２） 

           移動式製造設備（ａ－３－３） 

  申請内容に該当する項目に○印を記入し、対応事項の枠に記入するか又は

説明資料を添付すること。 

４ 移設等に係る高圧ガス設備にあっては、使用の経歴及び保管状態の記録 

  特定設備検査合格証等の写しの添付及び使用していた都道府県での許可・

完成検査・保安検査・定期自主検査等の経歴、使用しなくなってからの保

管場所・保管方法等を任意の様式で提出すること。 

５ 製造施設の位置及び付近の状況を示す図面 

  事業所周辺の状況がわかる図面を添付すること。 

《添付書類・資料等》 

 書類・資料・図面は、変更する部分を記載及び添付し、その大きさは、日本産

業規格Ａ４（又は折り込んでＡ４の大きさ）とし、資料番号、図面番号等の

見出しを付けること。 

① 事業所全体平面図 

   事業所内のレイアウトを示した図面で次の事項を記入すること。 

   ア 事業所の境界線 

   イ 警戒標の掲示位置 

   ウ 高圧ガス製造施設等の位置 

エ 保安距離 
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② 高圧ガス製造施設配置図 

   設置又は変更する製造施設の機器配置図で、次の内容を明示すること。 

   ア 保安距離（特定製造事業所のみ）  イ 設備間距離 

   ウ 火気取扱施設との距離       エ 貯槽及び防液堤 

   オ 計器室              カ 防消火設備 

   キ ガス設備             ク 障壁 

   ケ ガス漏えい検知警報設備      コ 緊急遮断装置 

   サ ベントスタック 

③ 製造工程の概要を説明した書面及び図面 

  製造工程の概要を記載し、概略フローシート又はブロック図等を添付する

こと。 

④ フローシート又は配管図 

設置又は変更するＰＩＤとし、高圧ガス設備とその他のガス設備とを色別

表示するとともに次の事項を記入すること。 

   ア 原料名、製品名 

   イ 機器の名称及び番号 

   ウ 常用圧力、常用温度 

   変更の場合は、変更明細書の「変更内容」と対比できるように変更する箇

所に番号等を記入すること。 

   （ＰＩＤ＝pipe & Instrument Diagram） 

 ⑤ 機器等一覧表 

  ・ガス設備一覧表（ａ－４－１～４）又は機器リスト（ａ－４－５） 

  ・配管一覧表（ａ－５） 

  ・一般弁一覧表（ａ－６） 

  ・重要弁一覧表（ａ－７） 

  ・安全弁・破裂板・逃し弁一覧表（ａ－８） 

  ・温度計一覧表（ａ－９） 

  ・圧力計一覧表（ａ－１０） 

  ・耐震設計一覧表（ａ－１２） 

設置又は改造する機器等について記入すること。 

⑥ 処理・貯蔵能力の計算書 

  各規則第２条（用語の定義）に規定されている「処理能力」に基づいて計

算すること。 

 ⑦ 高圧ガス設備の強度計算書（ａ－１１） 

   設置又は改造する高圧ガス設備（特定設備検査合格証、認定試験者試験等

成績書又は高圧ガス保安協会の高圧ガス設備試験等成績証明書のある設

備を除く。）について記入すること。 

 ⑧ 耐震設計構造物に係る計算書 

   耐震設計構造物のうち配管、基礎及び架構等の支持構造物についての計算

書を添付すること。 

 ア 応答解析を行い、算定値が許容値を超えないことを確認すること。 

   イ ボーリングデータを添付するとともに、測定点を事業所全体平面図に

明示すること。 

ウ 基礎については、液状化の検討結果も添付すること。 

（耐震設計に関する検討は、｢高圧ガス設備等耐震設計指針(2012)」

（高圧ガス保安協会）を参考にすること。） 

 ⑨ 高圧ガス設備の基礎及び支持構造物の構造を示した図面 

 ⑩ その他、製造施設に応じて、技術上の基準の確認に必要な書面又は図面 

・ガス設備の図面 

   設置又は変更する機器（ノズル等の詳細図面も添付）及び弁等の図面と

し、特記仕様（貯糟及びその支柱の温度上昇防止措置、埋設貯槽の腐食
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防止措置等）を付記すること。 

  ・建屋等の図面（容器置場、計器室、防液堤、障壁等） 

   構造のわかる図面を添付すること。 

  ・安全装置等の仕様及び図面 

   安全装置及び緊急遮断装置の図面とし、仕様書を添付すること。 

 ・保安設備・電気設備・防消火設備の機能、構造等を説明した書面及び図

面 

    ア 保安設備の仕様及び図面 

    ・ガス漏洩検知警報設備、除害設備の図面とし、仕様書を添付するこ

と。 

    ・ガス漏洩検知警報設備、スチームカーテンの配置状況を示す図面を

添付すること。 

    ・保護具、通報設備、保安電力、保安用不活性ガスの保有状況等につ

いて説明すること。 

    イ 電気設備の仕様 

可燃性ガス製造設備にかかる電気設備の防爆性能について説明し、

必要に応じてその防爆性能の区分を配置図に記入すること。 

ウ 防消火設備の仕様及び図面 

     防消火設備、散水設備及び水噴霧装置の設置状況を示す図面とし、

仕様書を添付すること。 

   ・その他 

   インターロック機構を示す図面を添付すること。 

 

高圧ガス設備

のフローを変更

する場合は、新旧

両方のフローシ

ートが必要か。 

 

変更部分がわかれば、必ずしも別々に添付する必要はない。 

 

 機 器 リ ス ト

は、保安４法統

一様式でなけれ

ばならないか。 

 

保安４法統一様式又は従来の様式のどちらでもよい。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ２ 
申請書類・その他 
 
質 問 内 容 回              答 
 

認定完成検査

実施者が、認定

を受けている製

造施設の完成検

査を自ら行った

場合、その製造

施設を使用でき

るのはいつから

か。 
 

 
その検査の記録を知事に届け出た時点（受付印の年月日）で使用できる。 

 したがって、届出前は使用できない。 

 
 技術上の基準

に、火気取扱い

施設に対する距

離 規 制 が あ る

が、可燃性ガス

の製造設備を、

敷地境界付近に

設置する場合、

どこまで境界線

に近づけること

ができるか。 
 

 
 境界線ぎりぎりまで近づけることができるが、防火壁等の流動防止措置（迂

回水平距離８ｍ以上）又はガス漏えい時に連動装置により隣接事業所等の火気

を消す措置を講じてあることが条件である。 
 なお、敷地境界付近に製造設備を設置する場合、この他に保安距離を考慮し

なければならない。 
 特に、コンビナート等保安規則適用事業所は、可燃性ガスの製造設備を新設

する場合、境界線（境界線に工業専用地域、河川等が連接している場合は、そ

の外縁まで）に対し、５０ｍから数百ｍもの距離が必要となる。（少なくとも、

一定規模以上の設備は、隣接製造事業所の境界線に対し２０ｍが必要である。） 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ３ 

申請書類・その他 

 

質 問 内 容 回              答 

 

特定設備とは何

か。 

 

 具体的には、塔、貯槽、反応器、熱交換器、蒸発器、凝縮器、加熱炉等の容器

及びこれらと一体の支持構造物（レグ、スカート、ラグ等）を言う。 

 

《参考》 

【特定設備】 

（高圧ガス保安法第５６条の３第１項） 

 高圧ガスの製造（製造に係る貯蔵を含む。）のための設備のうち、高圧ガスの爆

発その他の災害の発生を防止するためには設計の検査、材料の品質の検査又は製

造中の検査を行うことが特に必要なものとして経済産業省令で定める設備 

【特定設備の範囲】 

（特定設備検査規則第３条） 

高圧ガス設備のうち次の各号に掲げる容器以外の容器及び当該容器の支持構

造物とする 

１ 容器保安規則の適用を受ける容器 

２ 国際相互承認に係る容器保安規則の適用を受ける容器 

３ 認定を受けた指定設備（一部の空気液化分離装置） 

４ Ｐ（設計圧力；ＭＰａ）× Ｖ（内容積；㎥）≦0.004 の容器 

５ Ｐ＜３０ＭＰａかつＶ≦0.001 の容器 

６ ポンプ、圧縮機及び蓄圧機に係る容器 

７ ショック・アブソーバその他の緩衝装置に係る容器 

８ 流量計、液面計その他の計測機器及びストレーナに係る容器 

９ 自動車用エアバッグガス発生器に係る容器 

１０ 蓄電池に係る容器 

 

認 定 品 と は 何

か。 

 

 認定試験者の認定試験者試験等成績書が添付された圧縮機、ポンプ、弁、配管

等を言う。 

 また、高圧ガス保安協会が行った高圧ガス設備試験に合格したものも、同等な

ものとして扱う。 

 

《参考》 

資料編Ｄ 

｢一般高圧ガス保安規則第６条第１項第１１号等の規定による試験を行う者及び

同項第１３号等の規定による製造を行う者の認定等について（平成３０年３月３

０日付け２０１８０３２３保局第１２号）を参照のこと。 

 さらに、高圧ガス保安協会の委託検査受検品のうち、例示基準で定める検査方

法等に従って、耐圧試験、気密試験及び強度確認の検査を行ったものについても、

認定品として扱うこととする。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ４ 

申請書類・その他 

 

項 目 質問内容 回答 

 

申請の変更の手続き

について 

 

設計進捗や施工段階で、下記のよう

な高圧ガス申請内容に変更が生じる場

合、どのような手続きが必要か。 

１．バルブや配管が追加になった場合 

２．バルブや配管が削除になった場合 

３．認定のバルブや配管等の設計圧力が 

  変更になった場合 

４．認定ではないバルブや配管等の設計 

  圧力が変更になった場合 

５．機器、配管が変更になった場合 

 

設計進捗や施工段階で申

請内容に変更がある場合は、

原則として変更許可申請の

対象とする。 

ただし、生じた変更の内容や

審査等の進捗状況により、扱い

が異なるので、直ちに県に相談

すること。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ５ 

申請書類・その他 

 

項 目 質問内容 回答 

 

申請期間について 

 

申請を受け付けてから許可が下りる

までの期間はどの程度考えておくべき

か。 

 

行政手続法に基づき、製造

許可及び製造施設等変更許

可の標準処理期間を２０日間

と定めている。 

ただし、必要な書類がすべて

整った時から起算する。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ６ 

申請書類・その他 

 

項 目 質問内容 回答 

 

完成検査に係る必

要書類について 

 

完成検査時の必要書類として 

①特定設備検査合格証、特定設備基準

適合証、認定試験者試験等成績書又

は高圧ガス設備試験等成績証明書 

②工事写真（基礎工事、障壁設置工事

等） 

③耐圧、気密試験結果報告書 

④材料証明書 

⑤その他（許可申請内容を証明する書

面等） 

があげられている。 

 

申請書に記載されたとおり

施工されていることの確認が

できる内容のもの。 

具体的には以下のような

もの。 

・杭の径、本数、打込みのピッチ 

・配筋の径、本数、ピッチ 

・アンカーボルトの径、長さ 

・基礎の寸法 

・杭、配筋、基礎ボルト等の緊結

の状況 

 
「工事写真」には何が撮影されてい

ればよいか。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 

 

Ｑ７ 

申請書類・その他 

 

項 目 質問内容 回答 

 

第一種製造者に

おける機器（安全弁、充

てんポンプ等）の予

備品との交換につい

て 

 

高圧ガス製造設備の機器（安全

弁、充てんポンプ等）を検査、修理

等で予備品と交換する場合に、現

状では変更許可を受けるか又

は軽微変更届を提出する必要

があるが、予備品登録のような形で

手続きを省略できないか。 

 

予備品に対して、予備品登録といっ

た形での許可は認めていない。 

従って、認定試験者成績書の有効 

（完成検査：３年、保安検査：１年） なも

のについては軽微変更届、それ以外の

ものについては変更許可を受ける必

要がある。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 

 

Ｑ８ 

申請書類・その他 

 

項 目 質問内容 回答 

 

保安検査日 

 

千葉県の保安検査証にある検

査年月日と備考欄の検査実施年

月日の違いは何か。 

 
検査実施年月日は保安検査におけ

る気密試験の最終日である。なお、気

密性能を除く技術上の基準に係る検

査はそれ以前に完了する必要があ

る。 

 

検査年月日は保安検査の基準日で

ある。 

 

なお、基準日の前後１ヵ月以内に

保安検査を受けた場合にあっては、

基準日において受けたものとみな

す。 

 

保安検査基準日 

 

保安検査の基準日を変更した

い場合はどうすればよいか。 

 
 【基準日の前倒し】 

 基準日より前に保安検査を受けた

場合、その検査実施年月日が新たな

基準日となる。 

 ただし、基準日の１ヵ月以内に保

安検査を受けた場合、基準日は変更

されない。 

【基準日の後ろ倒し】 

原則として、後ろ倒しは認められ

ない。 

ただし、予め休止している施設の

再稼働させるための保安検査を受け

た場合、その検査実施年月日が新た

な基準日となる。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 

 

Ｑ９ 

申請書類・その他 

 
項 目 質問内容 回答 

 

溶接補修の報告事項 

 

 高圧ガス設備（貯槽を除く。）

の肉盛り溶接をし、保安検査時に

報告する場合に必要な書類は。 

 
溶接前後の肉厚測定の記録、溶接

部位の写真、溶接棒の記録等を必要

に応じて提示できるようにしておく

こと。 

 

処理設備の更新時の

手数料は。 

 

熱交換器のチューブバンドル

又はシェル(胴側)を更新する際

の手数料は。 

 

多管円筒形熱交換器のチューブバ

ンドル又はシェル(胴側)の更新は部

分更新の為、手数料はその他の区分

となる。一式更新の場合は処理量に

対しての手数料となるので注意する

こと。 

 

扇風機の設置 

 

高圧ガス製造施設に熱中症対

策として防爆の扇風機を設置す

るのは、ガス設備以外の製造施設

に係る設備の変更として軽微変

更届が必要か。 

 

高圧ガス設備に関係しない防爆仕

様の電気設備については、新設・変

更があっても申請・届出は必要な

い。 

 

十分な検討の上で安全な場所に設

置し、日々の管理・点検を行うこ

と。 
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 フローチャート Ⅵ  

 

移設転用設備   

 

   

   

 

変更許可申請 

 

 

 

                      

   

     

      Ｑ１ 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      注意 

 

高圧ガス設備を移設転用するときは、使用条件（温度、圧力、設置の状況、 

耐震設計、ガスの種類等）が異なる場合があるので、あらかじめ県産業保 

安課又は千葉市消防局に相談すること。 

 

 

 

 

 

 

 

① 経歴を示す書類 

② 保管状態の記録 

③ 自主検査の記録（１年以内に実施した保安検査証の写しが添付さ

れる場合は不要） 

④ 当該高圧ガス設備の強度計算、耐震計算、基礎計算に変更がある

場合は、変更後の計算書 

⑤ 液化ｱﾙｺﾞﾝ、液化炭酸ガス、液化窒素又は液化酸素の低温貯槽(二

重殻真空断熱式構造のものに限る。）を移設する場合は、「CE等貯

槽移設性能検査合格証」又は「CE等貯槽移設性能検査申請書」(同

一事業所内での移設転用は除く。液化窒素でパージ用等の一時なも

のは省略可） 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 

 

Ｑ１ 

移設転用設備 

 

質 問 内 容 回              答 

 

経歴を示す書類

とは、どんな書類

か。 

 

 

 次の書類である。 

 

１ 特定設備検査合格証※、特定設備基準適合証※、認定試験者試験等成

績書、高圧ガス設備試験等成績証明書の写し 

（※特定則制定前に製作された設備にあっては完成前検査証） 

２ 許可証の写し、完成検査証の写し、直近の保安検査証の写し 

３ その他 

 

 

 

保管状態の記録

とは、どんな内容

か。 

 

 

その設備を使用しなくなってからの保管場所、保管方法等である。 

例えば、「盲板で他の設備と縁切り後、窒素シールをし、その状況につい

て日常点検を実施していた。」などである。 

 

 

 

 

 

 

自主検査には、ど

んな内容が必要か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 気密試験、肉厚測定、非破壊検査試験、安全弁作動試験等の機能作動試

験、圧力計比較試験、断熱性能試験（ＣＥ等）、付属品の整備、その他保安

検査に準じた検査を実施し、適宜ガスケット等の消耗品を交換することが

必要である。 
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資料編 

通達 

軽微な変更の工事の取扱い 

平成３０年３月３０日付け 

２０１８０３２３保局第１３号 

通達 

高圧ガスの製造許可申請等に係る添付書類 

の記載事項等 平成２８年３月３０日付け 

２０１６０３２３商局第２号 

通達 

高圧ガス保安法及び高圧ガス 

保安法施行令の運用及び解釈 

令和２年８月６日付け 

２０２００７１５保局第１号 

 

 

通達 

試験を行う者及び製造を行う者の認定等 

平成３０年３月３０日付け 

２０１８０３２３保局第１２号 

高圧ガス処理能力の算出 

一般則第２条第１項第１８号 

ＬＰ則第２条第１項第１５号 

コンビ則第２条第１項第１９号 

法律を読む時に理解しておくと 

便利な「一口メモ」 

既設配管の変更工事に伴う耐震告示 

適用の事例集（平成１１年３月１８日） 

圧力の解釈 

液化ガスが高圧ガスになる定義 

 

 フローチャート Ⅶ  

 

 

 

 

 

 

              Ａ       Ｂ 

 

 

 

 

 

              Ｃ       Ｄ 

 

 

 

 

 

 

              Ｅ       Ｆ 

 

 

 

 

 

        Ｇ       Ｈ 

 

 

 

              Ｉ 

 

 

 

 

 

 

98



高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 

 

Ａ 

資料編 

 

 

軽微な変更の工事の取扱いについて 

 経済産業省（通商産業省） 平成３０年３月３０日付け ２０１８０３２３保局第１３号 

 

（次ページ参照） 
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制定 20180323保局第13号 平成３０年 ３月３０日 

改正 20210201保局第 １号 令和 ３年 ２月２２日 

 

高圧ガス保安法第14条第1項及び第4項、第19条第1項及び第4項並びに 

第24条の4第1項に基づく軽微な変更の工事の取扱いについて 

 

１．「経済産業大臣が認める者が製造したもの」について 

(1) 「経済産業大臣が認める者が製造したもの」とは、一般高圧ガス保安規則第6条第

1項第11号等の規定による試験を行う者及び同項第13号等の規定による製造を行う

者の認定等について（平成30年3月30日付20180323保局第12号）（以下「第12号

通達」という。）に基づき、認定試験者の行った試験等に関する認定試験者試験等成

績書が添付されたものをいう。 

(2) 第 12号通達Ⅱ(1)に規定する高圧ガス保安協会（以下「協会」という。）又は指定特

定設備検査機関が行った試験に合格したものは、液石則第6条第1項第19号、一般

則第6条第1項第13号若しくはコンビ則第5条第1項第19号又は液石則第53条第

1項第9号若しくは一般則第55条第1項第8号に規定する製造することが適切であ

ると「経済産業大臣が認める者が製造したもの」と同様に取り扱って差し支えないも

のとする。 

(3) 協会の委託検査受検品のうち、協会が液石則及び液化石油ガス保安規則の機能性基

準の運用について（平成30年3月30日付20180323保局第9号）で定める検査方法

及び検査基準に従って、同規則第 6 条第 1 項第 17 号から同項第 19 号までについて

検査を行ったもの、一般則及び一般高圧ガス保安規則の機能性基準の運用について

（平成 30 年 3 月 30 日付 20180323 保局第 14 号）で定める検査方法及び検査基準に

従って、同規則第 6 条第 1 項第 11 号から同項第 13 号までについて検査を行ったも

の並びにコンビ則及びコンビナート等保安規則の機能性基準の運用について（平成

30年 3月 30日付 20180323 保局第15号）で定める検査方法及び検査基準に従って、

同規則第 5 条第 1 項第 17 号から同項第 19 号までについて検査を行ったものについ

ては、「経済産業大臣が認める者が製造したもの」に該当する。 

２．「保安上特段の支障がないものとして認められたもの」について 

(1) 「保安上特段の支障がないものとして認められたもの」とは、可とう管（高圧ホー
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ス又は金属フレキ管等）であって、協会又は指定特定設備検査機関が別に定める規程

により実施した検査に合格したものとする。 

(2) 協会又は指定特定設備検査機関が行う、「KHKS0803(2014)可とう管に関する検査基

準」（対象は金属製の可とう管のみ）に基づく検査に合格した可とう管は、液石則第

16条第1項第1号、一般則第15条第1項第1号又はコンビ則第14条第1項第1号

の「保安上特段の支障がないものとして認められたもの」に該当する。 

３．「処理設備の処理能力、性能並びに法第 8 条第 1 号の経済産業省令で定める技術上の

基準及び同条第2号の経済産業省令で定める技術上の基準に関する事項その他設備に関

する事項の変更がないもの」とは、取り替える設備に関し、液石則第3条第1項、一般

則第3条第1項又はコンビ則第3条第1項に規定する高圧ガス製造許可申請書に添付す

る製造計画書（法第 14 条第 1 項本文に規定する変更の許可を受けている場合にあって

は、変更の許可申請時に提出した液石則第15条第1項、一般則第14条第1項又はコン

ビ則第 13 条第 1 項に規定する高圧ガス製造施設等変更許可申請書に添付する変更明細

書とする。以下「製造計画書等」という。）に記載する液石則第3条第2項、一般則第3

条第2項又はコンビ則第3条第2項各号に掲げる事項（第5号及び第6号（コンビ則に

限る。）に掲げるものを除く。）に変更がないものとする。 

４．「処理設備の処理能力の変更がないものであって、かつ、同等以上の性能を有するもの」

とは、液石則第3条第1項、一般則第3条第1項又はコンビ則第3条第1項に規定する

高圧ガス製造許可申請書に添付する製造計画書等に記載する液石則第3条第2項第2号

若しくは第6号、一般則第3条第2項第2号若しくは第6号又はコンビ則第3条第2項

第2号若しくは第7号に掲げる事項に変更がないものであって、取り替える特定設備の

種類に応じ、法第 56 条の 3 第 4 項で定める技術上の基準に適合するものであり、材質

を変更する場合にあっては、当該材質変更によって、従来生じていた又は生じるおそれ

のあった腐食及び劣化損傷以外の腐食及び劣化損傷が生じるおそれのないものをいう。 

５．液石則第 16 条第 1 項第 7 号ハに規定する「保安上特段の支障がないものとして認め

られたもの」とは、特定設備検査規則に準じて行う協会の委託検査又は指定特定設備検

査機関が行う検査に合格したものへの変更（設備の増設又は移設、転用、再使用若しく

はこれらの併用を除く。）とし、「位置の変更を伴わないもの」とは、基礎工事（アンカ

ーボルト等の変更工事を除く。）を伴わないものをいう（一般則第15条第1項第7号ハ

及びコンビ則第14条第1項第7号ハにおいても、同様とする。）。  
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６．液石則第16条第1項第8号イに規定する「高圧ガス設備（特定設備を除く。）の変更

（第 6 条第 1 項第 19 号に規定する製造することが適切であると経済産業大臣が認める

者が製造したもの又は保安上特段の支障がないものとして認められたものへの変更に

限る。）の工事であって、当該設備の処理能力の変更を伴わないもの」とは、１．又は２．

に規定されたものへの変更であり、液石則第3条第1項に規定する高圧ガス製造許可申

請書に添付する製造計画書等に記載する液石則第3条第2項第2号に掲げる事項及びプ

ロセスフロー図（P＆ID）に変更がないものとする（一般則第15条第1項第8号イ及び

コンビ則第14条第1項第8号イにおいても、同様とする。）。 

７．「設備の処理能力及び位置の変更を伴わないもの」とは、液石則第3条第1項、一般則

第3条第1項又はコンビ則第3条第1項に規定する高圧ガス製造許可申請書に添付する

製造計画書等に記載する液石則第3条第2項第2号及び第6号、一般則第3条第2項第

2号及び第6号又はコンビ則第3条第2項第2号及び第7号に掲げる事項に変更がない

ものとする。 

８．高圧ガスの通る部分の設備の取替えに際し、既設の設備との間に溶接等の現場加工が

伴う場合（液石則第16条第1項第1号及び第8号イ、第29条第1項第1号並びに第55

条第1号、一般則第15条第1項第1号及び第8号イ、第28条第1項第1号並びに第57

条第1号並びにコンビ則第14条第1項第1号及び第8号イに掲げる工事の場合に限る。）

には、管類に係る認定試験者が当該工事を施工した場合に限り軽微な変更の工事に該当

するものとする。 

９．高圧ガスの通る部分の設備の取替えに際し、当該設備に設置位置の変更が生じる場合

は軽微な変更の工事に該当しないこととなるが、高圧ガスの通る部分の設備のうち、配

管及びそれに附属するバルブのルート変更（配管に付属する設備又は近接する設備の取

替えに伴い必要が生じた配置変更又は迂回等に限る。）については軽微な変更の工事に

該当するものとする。 

なお、軽微な変更の工事に該当するルート変更であっても、耐震上軽微な変更の工事

に該当しない場合は、同基準が適用される。 

１０．特定設備に係る部品の取替えのうち、多管円筒形熱交換器のチューブの取替えにつ

いては、軽微な変更の工事に該当するものとする。 

１１．高圧ガス貯槽の開放検査を行う間の措置として、フランジ接合を用いてタンクロー

リ等を仮設し高圧ガスを供給する場合の当該タンクローリ等の設置、開放検査終了後の
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撤去の工事については、軽微な変更の工事に該当するものとする。 

１２．液石則第 34条第 2号、一般則第 33 条第 2号及びコンビ則第17 条第 2号に規定す

る変更工事を行った後に行う当該設備の変更の工事は、軽微な変更の工事に該当するも

のとする。 

１３．許可及び届出の不要な工事について 

製造施設、液化石油ガス貯蔵所、高圧ガス貯蔵所又は消費施設における次に掲げるも

のについては、許可及び届出の不要な工事として取扱うものとする。 

(1)  圧力計・温度計の取替え（同一方式の取替えに限る。） 

(2) 充填又は受入れに係る可とう管（直接容器等に接続される部分のものであって高圧

ホース及び金属フレキ管に限る。）の取替え 

(3) 高圧ガス（その原料となるガスを含む。）の通る部分の設備を構成する部分のうち、

耐圧性能又は気密性に直接影響のない部品又は JIS 等の規格品であり、その性能が

保証されているものの取替え（ボルト、ナット、圧縮機のピストン、反応器の攪拌機

のプロペラ、蒸留塔のトレイ又は熱交換器の邪魔板等） 

(4) 独立した製造設備、貯蔵設備及び容器置場の撤去の工事（ただし、第一種製造者及

び第一種貯蔵所の所有者又は占有者は、本工事に取りかかる前に都道府県（当該第一

種製造者の事業所又は第一種貯蔵所が地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５

２条の１９第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）の区域内にある場合であ

って、当該事業所又は第一種貯蔵所に係る事務が高圧ガス保安法施行令（平成９年政

令第２０号）第２２条に規定する事務に該当しない場合にあっては、当該事業所又は

第一種貯蔵所の所在地を管轄する指定都市の長）にその旨報告すること。）及び製造

施設の機能に支障を及ぼすおそれのない製造施設（高圧ガス設備を除く。）の撤去の

工事 

(5) 高圧ガス（その原料となるガスを含む。）の通らない部分の設備に係る撤去の工事又

は同等以上のものへの取替えの工事 

(6) 消耗品（事業者が保安上特段の支障がないと判断したものに限る。）の取替え 
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変更の内容に応じた手続き一覧表（１／２） 

 

変 更 の 内 容 

変

更

許

可 

軽

微

変

更 

手

続

不

要 

１ 高圧ガス設備（特定設備） 

 高圧ガス設備の取替え 

  配管（可とう管を除く）、流量計 

   認定品への取替え（配管は、認定試験者が行う既設との現場溶接を含む）  ○  

   非認定品への取替え ○   

  圧力計及び温度計の取替え 

   同一方式のものへの取替え   ○ 

   上記以外のものへの取替え △ △  

  可とう管の取替え 

   直接容器に接続される可とう管の取替え   ○ 

   直接容器に接続されない可とう管の取替え 

    ＫＨＫ等の規定による検査に合格した可とう管への取替え  ○  

    ＫＨＫ等の規定による検査に合格した可とう管以外の可とう管への取替え ○   

  ポンプ、気化装置及び圧縮機の取替え 

   認定品である機器への取替えで処理能力に変更がないもの  ○  

   上記以外の機器への取替え ○   

  耐圧性能又は気密性能に直接影響のない部品取替え。ＪＩＳ等の規格品でその性能が保

証されているものの取替え。消耗品の取替え。（保安上支障のないもの） 
  ○ 

 高圧ガス設備の移設 ○   

 高圧ガス設備の増設 

  貯槽開放検査時に行う容器（タンクローリを含む）の仮設（フランジ接合）  ○  

  上記以外の変更 ○   

 高圧ガス設備の変更 

  認定品である配管及び付属するバルブのルート変更（配管に付属する設備又は近接する

設備の取替えに伴い必要が生じた配管変更、迂回等に限る） 
 ○  

  上記以外の変更 ○   

 高圧ガス設備の撤去 

  製造施設の機能に支障を及ぼすおそれのない高圧ガス設備の撤去 

   独立した高圧ガス設備の撤去 事前報告 

   独立した高圧ガス設備以外の撤去  ○  

  上記以外の高圧ガス設備の撤去 ○   
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変更の内容に応じた手続き一覧表（２／２） 

 

変 更 の 内 容 

変

更

許

可 

軽

微

変

更 

手

続

不

要 

２ 特定設備 

 特定設備の取替え 

  多管円筒形熱交換器のチューブの取替え  ○  

  上記以外の取替え ○   

 特定設備の移設、増設、変更（狭義） ○   

 特定設備の撤去 

  製造施設の機能に支障を及ぼすおそれの無い特定設備の撤去 

   独立した特定設備の撤去 事前報告 

   独立した特定設備以外の撤去  ○  

  上記以外の特定設備の撤去 ○   

３ ガス設備（高圧ガス設備を除く） 

 ガス設備の変更（取替え、移設、増設を含む）  ○  

 ガス設備の撤去  ○  

４ ガス設備以外の製造施設に係る設備 

 ガス設備以外の製造施設に係る設備の取替え 

  同等以上のものへの取替え   ○ 

  上記以外のものへの取替え  ○  

 移設、増設、変更  ○  

 撤去（撤去後技術上の基準を満たすものに限る）   ○ 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 

 

Ｂ 

資料編 

 

高圧ガスの製造許可申請等に係る添付書類の記載事項等について（抜粋） 

経済産業省   平成２８年３月３０日付け ２０１６０３２３商局第２号 

 

高圧ガス保安法第５条（製造許可・届出）、第１６条（貯蔵許可）、第１７条の２（貯蔵届出）、

第２０条の４（販売届出）及び第２４条の２（特定高圧ガス消費届出）の規定に基づき、高圧ガ

スの製造、貯蔵、販売及び消費に当たって事前に都道府県知事等への許可申請又は届出を必要と

している。 

 各関係規則に定められている許可申請又は届出の際に添付すべき書類等については、原則とし

てできる限り必要最小限のものに限ることとし、各都道府県における行政手続きの事務の合理化

及び簡素化を図るために、添付すべき書類に記載する事項について別表のとおり明確化した。 

許可申請等に係る添付書類について（別表） 

 

 高圧ガス製造許可 

 １．製造の目的 

２．処理設備の処理能力 

３．処理設備の性能 

４．法第８条第１号及び第２号の技術上の基準に関する事項 

５．移設等に係る高圧ガス設備にあっては、当該高圧ガス設備の使用の経歴及び

保管状態の記録 

６．製造施設の位置及び付近の状況を示す図面 

７．製造施設を設計・施工するに当たって保安上特に配慮した事項 

 注）７．はコンビナート等保安規則適用事業所に限る。 

 

（添付すべき書面又は図面） 

①事業所全体平面図 

②製造工程の概要を説明した書面及び図面 

③フローシート又は配管図 

④高圧ガス製造施設配置図 

⑤機器等一覧表 

⑥処理・貯蔵能力の計算書 

⑦高圧ガス設備（特定設備、指定設備及び大臣認定品を除く。）の強度計算書 

⑧耐震設計構造物に係る計算書 

⑨高圧ガス設備の基礎及び支持構造物の構造を示した図面 

 １．法人登記簿謄本（個人の場合は住民票） 

２．上記①から⑨に掲げるものの他、製造施設に応じて、法第８条第１号及び第 

２号の技術上の基準の確認に必要な書面又は図面 

 

 

そ
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を
説
明
す
る
添
付
資
料 

記
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事
項
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び 

で
き
る
も
の 
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必
要
に
応
じ
添
付 
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 高圧ガス製造届 

 １．製造の目的 

２．処理設備の処理能力 

３．処理設備の性能 

４．法１２条第１項及び第２項の技術上の基準に関する事項 

５．移設等に係る高圧ガス設備にあっては、当該高圧ガス設備の使用の経歴及び 

保管状態の記録 

 

（添付すべき書面又は図面） 

①事業所全体平面図 

②製造工程の概要を説明した書面及び図面 

③フローシート又は配管図 

④高圧ガス製造施設配置図 

⑤機器等一覧表 

⑥処理・貯蔵能力の計算書 

⑦ガス設備の気密な構造を確認する書類、高圧ガス設備の耐圧・気密性能試験成 

 績書及び強度計算書に対応する事項（特定設備にあっては、特定設備検査合格 

証、指定設備にあっては指定設備認定証、大臣認定品にあっては認定試験者試 

験等成績書）の写し 

 

ただし、試験研究機関が処理能力１５㎥以下の高圧ガス設備（毒性ガス及び特

殊高圧ガスに係るものを除く。）について製造の届出を行う場合は、次の添付書類

を省略することができる。 

①事業所全体平面図（④高圧ガス製造施設配置図に事業所の境界線と警戒標の設 

置位置を併せて記載する場合） 

②製造工程の概要を説明した書面及び図面（１．製造の目的に併せて記載する場 

合） 

⑥処理・貯蔵能力の計算書（２．処理設備の処理能力に併せて記載する場合） 

 １．法人登記簿謄本（個人の場合は住民票） 

２．上記①から⑦に掲げるものの他、製造施設に応じて、法第１２条第１項及び第 

２項の技術上の基準の確認に必要な書面又は図面 
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 高圧ガス貯蔵許可 

 １．貯蔵の目的 

２．法第１６条第２項の技術上の基準に関する事項 

３．移設等に係る貯蔵設備にあっては、当該貯蔵設備の使用の経歴及び保管状態 

の記録 

４．貯蔵所の位置及び付近の状況を示す図面 

 

（添付すべき書面又は図面） 

①事業所全体平面図 

②貯蔵設備等のフローシート又は配管図 

③高圧ガス貯蔵所配置図 

④機器等一覧表 

⑤貯蔵能力の計算書 

⑥貯蔵設備等（大臣認定品を除く。）の強度計算書 

⑦耐震設計構造物に係る計算書 

⑧貯槽の基礎及び支持構造物の構造を示した図面 

 １．法人登記簿謄本（個人の場合は住民票） 

２．上記①から⑧に掲げるものの他、貯蔵所に応じて、法第１６条第２項の技術 

上の基準の確認に必要な書面又は図面 

 

 高圧ガス貯蔵届 

 １．貯蔵の目的 

２．法第１８条第２項の技術上の基準に関する事項 

３．移設等に係る貯蔵設備にあっては、当該貯蔵設備の使用の経歴及び保管状態 

の記録 

 

（添付すべき書面及び図面） 

①事業所全体平面図 

②貯蔵設備等のフローシート又は配管図 

③高圧ガス貯蔵所配置図 

④機器等一覧表 

⑤貯蔵能力の計算書 

⑥貯蔵設備等の耐圧・気密性能試験成績書及び強度計算書に対応する事項（大臣 

 認定品にあっては、認定試験者試験等成績書）の写し 

⑦耐震設計構造物に係る計算書 

⑧貯槽の基礎及び支持構造物の構造を示した図面 

 １．法人登記簿謄本（個人の場合は住民票） 

２．上記①から⑧に掲げるものの他、貯蔵所に応じて、法第１８条第２項の技術 

上の基準の確認に必要な書面又は図面 
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 高圧ガス販売届 

 １．販売の目的 

２．法第２０条の６第１項の技術上の基準に関する事項 

 

（添付すべき書面又は図面） 

①販売先保安台帳の様式 

②容器授受記録簿の様式 

 １．法人登記簿謄本（個人の場合は住民票） 

２．上記①及び②に掲げるものの他、販売する高圧ガスの種類に応じて、法第２ 

０条の６第１項の技術上の基準の確認に必要な書面又は図面 

 

 特定高圧ガス消費届 

 １．消費の目的 

２．特定高圧ガスの貯蔵設備の貯蔵能力 

３．法第２４条の３第１項及び第２項の技術上の基準に関する事項 

４．消費施設の位置及び付近の状況を示す図面 

 

（添付すべき書面又は図面） 

①事業所全体平面図 

②消費施設の配置図 

③消費施設に係るフローシート又は配管図 

④機器等一覧表 

⑤貯蔵設備等の耐圧・気密性能試験成績書及び強度計算書に対応する事項（大臣 

 認定品にあっては、認定試験者試験等成績書）の写し 

⑥消費設備の基礎の構造を示した図面 

 １．法人登記簿謄本（個人の場合は住民票） 

２．上記①から⑥に掲げるものの他、消費事業所に応じて、法第２４条の３第１ 

項及び第２項の技術上の基準の確認に必要な書面又は図面 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 

 

Ｃ 

資料編 

 

高圧ガス保安法及び高圧ガス保安法施行令の運用及び解釈について（抜粋） 

経済産業省（通商産業省）令和２年８月６日付け２０２００７１５保局第１号 

 

（２）一般高圧ガス保安規則の運用及び解釈について 第６条関係 ８． 

 「地震防災遮断弁」とは、緊急遮断装置に係る遮断弁、調節弁その他の地震の際速やかな遮断が

可能な弁をいう。第６条第１項第２４号で規定するバルブのうち、貯槽直近に設けたものは該当し

ないこととする。  

   なお、可燃性ガス、毒性ガス又は酸素の液化ガスの貯槽に取りつけられた配管（当該液化ガス

の受入のみに用いられるものに限る。）の元弁の直近に接続される逆止弁若しくは、設備の通常の

運転時（設備の本来の運転状態をいうものであり、試験運転時等その期間が短時間に限られるもの

はこれに含まれない。）に常に閉止状態にある弁であって、地震時における遮断効果があるものに

ついては地震防災遮断弁とみなす。 

 

（３）液化石油ガス保安規則の運用及び解釈について 第６条関係 ９． 

「地震防災遮断弁」とは、緊急遮断装置に係る遮断弁、調節弁その他の地震の際速やかな遮断が可

能な弁をいう。第６条第１項第２５号で規定するバルブのうち、貯槽直近に設けたものは該当しな

いこととする。  

   なお、液化石油ガスの貯槽に取りつけられた配管（ガスの受入のみに用いられるものに限る。）

の元弁の直近に接続される逆止弁若しくは、設備の通常の運転時（設備の本来の運転状態をいうも

のであり、試験運転時等その期間が短時間に限られるものはこれに含まれない。）に常に閉止状態

にある弁であって、地震時における遮断効果があるものについては、地震防災遮断弁とみなす。 

 

（４）コンビナート等保安規則の運用及び解釈について 第５条関係 １２． 

「地震防災遮断弁」とは、緊急遮断装置に係る遮断弁、調節弁その他の地震の際速やかな遮断が可

能な弁をいう。第５条第１項第４３号で規定するバルブのうち、貯槽直近に設けたものは該当しな

いこととする。  

    なお、設備の通常の運転時（設備の本来の運転状態をいうものであり、試験運転時等その期間

が短時間に限られるものはこれに含まれない。）に常に閉止状態にある弁であって、地震時におけ

る遮断効果があるものについては地震防災遮断弁とみなす。 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 

 

Ｄ 

資料編 

 

 

 一般高圧ガス保安規則第６条第１項第１１号等の規定による試験を行う者及び同項第１３号等

の規定による製造を行う者の認定等について（抜粋） 

 

経済産業省（通商産業省） 平成３０年３月３０日付け ２０１８０３２３保局第１２号 

 

（次ページ参照） 
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制定 20180323 保局第 12 号 平成３０年３月３０日 

改訂 20210324 保局第 2 号 令和 ３年３月３０日 

一般高圧ガス保安規則第６条第１項第１１号等の規定による試験を行う者及び同項第１３号 

等の規定による製造を行う者の認定等について 

Ⅰ 認定試験者の定義 

(１)．内国認定試験者とは、国内にある製造事業所においてⅢ１に掲げる一般高圧ガス保安 

規則（昭和４１年通商産業省令第５３号。以下「一般則」という。）、液化石油ガス保安 

規則（昭和４１年通商産業省令第５２号。以下「液石則」という。）及びコンビナート等

保安規則（昭和６１年通商産業省令第８８号。以下「コンビ則」という。）の各条項に規

定する高圧ガス設備を製造し、自らが製造する高圧ガス設備の機器に関して、当該製造事

業所において耐圧試験、気密試験及び強度の確認（以下「試験等」という。）を行うこ 

とが適切であると経済産業大臣が認定した者をいう。 

２．外国認定試験者とは、外国にある製造事業所において日本に輸出することを目的とし 

て一般則、液石則及びコンビ則の各条項に規定する高圧ガス設備を製造し、自らが製造す

る高圧ガス設備の機器に関して、当該製造事業所において試験等を行うことが適切で 

あると経済産業大臣が認定した者をいう。 

３．認定試験者とは、内国認定試験者及び外国認定試験者をいう。 

Ⅱ 認定試験者の行った試験等の完成検査及び保安検査における取扱い 

１．都道府県知事、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項に規定 

する指定都市（以下「指定都市」という。）の長、高圧ガス保安協会（以下「協会」とい

う。）、指定完成検査機関、指定保安検査機関、認定完成検査実施者及び認定保安検 

査実施者（以下「都道府県知事等」という。）は、高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２ 

０４号。以下「法」という。）第２０条に規定する完成検査又は法第３５条に規定する保

安検査を実施する場合において、協会、認定試験者又は指定特定設備検査機関が行った試

験等（完成検査にあっては、検査を実施する日以前３年以内に行ったもの、保安検査にあ

っては、検査を実施する日以前１年以内に行ったものに限る。）に関する様式第１の認定
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試験者試験等成績書（以下「成績書」という。）その他必要な試験等の記録の提出を求め

ることができる。 

２．都道府県知事等は、１．に掲げる成績書その他必要な試験等の記録により、協会、認 

定試験者及び指定特定設備検査機関が行った試験等に合格した機器であることを確認した

ときは、当該機器に関する完成検査及び保安検査において試験等を現に行うことを要しな

い。ただし、経済産業大臣が保安上特に必要があると認めて、指示をした場合には、 

この限りでない。 

Ⅲ 認定試験者の認定要領 

１．適用範囲 

認定試験者の認定要領は、次に掲げる条項の試験及び製造（以下「試験及び製造」とい

う。）を行う者の認定について適用する。 

（１） 一般則第６条第１項第１１号、第１２号及び第１３号（一般則第６条の２第１項 

及び第２項第１号並びに第７条第１項第１号及び第２項第１号並びに第７条の２第１項第

１号並びに第７条の３第１項第１号及び第２項第１号並びに第７条の４第１項第１号及び

第２項第１号並びに第８条第１項第３号並びに第８条の２第１項第１号並びに第１１条第

１号から第７号まで並びに第１２条の２第１項第１号及び第２項第１号並びに第１２条の

３第１項第１号並びに第１３条第１項第１号並びに第２２条柱書及び第１号から第４号ま

で（第２６条第１号において準用する場合を含む。）並びに第２３条第１項第２号、第２

項第１号及び第２項第２号（第２６条第２号において準用する場合を含む。）において同

号を準用する場合を含む。） 

（２） 一般則第６条第１項第４３号ホ及びヘ（一般則第５１条において準用する場合を 

含む。） 

（３） 一般則第４０条第４号ヘ 

（４） 一般則第５５条第１項第７号及び第８号 

（５） 液石則第６条第１項第１７号、第１８号及び第１９号（液石則第７条第１項並び 

に第８条第１項第１号並びに第９条第１項第３号並びに第１２条第１号から第４号まで並

びに第１３条第１項第１号及び第３号並びに第２３条第１項並びに第２４条第４号 
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並びに第２７条第１項第１号及び第２号において同号を準用する場合を含む。） 

（６） 液石則第６条第１項第３６号ホ及びヘ（液石則第５０条において準用する場合を

含む。） 

（７） 液石則第４１条第４号ヘ 

（８） 液石則第５３条第１項第６号及び第９号 

（９） コンビ則第５条第１項第１７号、第１８号及び第１９号（コンビ則第５条の２第 

１項及び第２項第１号並びに第６条第１項第１号並びに第７条第１項第１号及び第２項第

１号並びに第７条の２第１項第１号並びに第７条の３第１項第１号及び第２項第 

１号において同号を準用する場合を含む。） 

（１０） コンビ則第９条第５号及び第６号（コンビ則第１０条第１項において同号を準 

用する場合を含む。） 

２．認定の区分 

認定は、試験及び製造を行う者について、事業所及び次に掲げる区分内の同一仕様の機

器（法第５６条の３に規定する特定設備を除く。）ごとに行うものとする。 

Ａ 貯槽（高圧ガスを貯蔵するための内圧容器をいう。） 

Ｂ 熱交換器（二流体間に熱交換を行わせるための内圧容器をいい、加熱器及び冷却器 

を含む。ただし、Ｃ又はＤに区分されるものを除く。） 

Ｃ 蒸発器（液化ガスを気化させるための内圧容器をいう。） 

Ｄ 凝縮器（圧縮ガスを液化させるための内圧容器をいう。） 

Ｅその他の圧力容器類（蓄圧器、油分離器、ドレンセパレータ等の内圧容器をいう。た 

だし、ＡからＤまでに区分されるものを除く。） 

Ｆ 往復動式圧縮機 

Ｇ 遠心式圧縮機 

Ｈ 容積型圧縮機（ただし、Ｆに区分されるものを除く。） 

Ｉ 往復動式ポンプ 

Ｊ 遠心式ポンプ 

Ｋ 容積型ポンプ（ただし、Ｉに区分されるものを除く。） 

Ｌ その他の回転機械類（膨張機、膨張タービン等の回転機械類をいう。ただし、Ｆか 

116



 

 

らＫまでに区分されるものを除く。） 

Ｍ 管類（高圧ガス製造事業所等の高圧ガス設備に取り付けられる状態の配管又は導管 

をいう。） 

Ｎ 弁類（高圧ガス設備に取り付けられる圧力、流量等の制御又は遮断をする機能を有 

するものをいう。なお、標準化弁類の認定については、別添１に定める「弁類に係るＶ

ＰＮによる認定規程」による。） 

Ｎ－Ⅱ 継手類（ねじ接合継手のものであって、毒性ガスの製造設備及び特殊高圧ガス、 

液化アンモニア又は液化塩素の消費設備に使用されるもの。） 

Ｎ－Ⅲ 継手類（ねじ接合継手のものであって、一般則第７条の３、第７条の４、第１１条 

第５号若しくは第１２条の２若しくはコンビ則第７条の３の圧縮水素スタンド、又は、 

一般則第８条の２、第１１条第７号若しくは第１２条の３の移動式圧縮水素スタンド、 

又は、一般則第２２条第４号（第２６条第１号で準用する場合を含む。）若しくは第２３ 

条第２項第１号若しくは第２号（第２６条第２号で準用する場合を含む。）の貯蔵所に 

使用されるもの。） 

Ｏ その他の附属機器類（液面計、流量計、ストレーナ等の附属機器類をいう。） 

Ｚ 複合機器（ＢからＯまでの機器のうち、二以上の区分の機器を組み合わせることに 

より一体として構成されたものであって、全体として１つの機能を有するものをいう。） 

３．申請者の資格 

 

以 下 省 略 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 

 

Ｅ 

資料編 

 

 高圧ガス処理能力の算出 

 

一般高圧ガス保安規則第２条第１項第１８号・液化石油ガス保安規則第２条第１項第１５号・コ

ンビナート等保安規則第２条第１項第１９号 

 

１ 処理能力 

  処理設備又は減圧設備の処理容積（圧縮、液化その他の方法で一日に処理することができるガ

スの容積（温度零度、圧力零パスカルの状態に換算したものをいう。以下同じ。）をいう。以下

同じ。）であって、４①から⑨までに掲げる処理設備又は減圧設備の区分に応じ、それぞれ当該

４①から⑨までに掲げるところにより得られたもの 

 

２ 事業所の高圧ガスの処理能力 

各々の高圧ガス製造設備に係る各々の処理設備の処理能力を合算するものとする。 

  （すなわち、その事業所にある高圧ガスの処理設備全部の合計値） 

ただし、事業所内の一つの製造施設について、その製造設備の処理能力が１００Ｎｍ３／日（高

圧ガス保安法施行令第３条表第１号上欄に掲げるガスにあっては３００Ｎｍ３／日）未満である

製造施設であって、他の製造施設とガス設備で接続されていないもの（用役の用に供する窒素及

び空気の通る配管で接続され、かつ、緊急時に当該ガスの供給を遮断する措置が講じられている

場合を含む。）で、かつ、他の製造施設の機能に支障を及ぼすおそれのないものにあっては処理

能力を合算しなくてもよいものとする。 

なお、製造施設の処理能力を合算しない場合、当該製造施設は法第５条第２項の適用を受ける

ものとする。 

 

３ 計算について 

（１）付属冷凍設備は、圧縮機、凝縮器等の処理能力の計算式により算出し、合算するものと    

する。 

（２）高圧ガスと高圧ガス以外の混合物にあっては、高圧ガスのみを算出対象とする。 

（３）処理能力は、理想気体換算とする。（単位：Ｎｍ３／日） 

（４）処理設備のうち同一箇所に複数の設備を設置し予備設備とする場合にあっては、予備設備

の処理能力は合算しないものとする。ただし、予備設備であっても通常使用するものと同

時に使用することがある場合については、この限りでない。 

 

４ 計算方法 

  処理能力の算出に当っては、下記により計算すること。 

  ①ポンプ 

   Ｑ＝Ｗ×２４×ρ×２２．４／Ｍ 

     Ｑ；ポンプの処理能力（Ｎｍ３／日） 

     Ｗ；ポンプの能力（Ｌ／Hr） 

      （ポンプの能力は、ポンプの性能曲線における最大稼動した場合の吐出量とする。） 

     ρ；液密度（ｋｇ／Ｌ） 

      （液密度は、常用の温度の範囲において最大となる値とする。） 

     Ｍ；分子量  
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②圧縮機 

Ｑ＝Ｗ×２４ 

     Ｑ；圧縮機の処理能力（Ｎｍ３／日） 

     Ｗ；圧縮機の能力（Ｎｍ３／Ｈｒ） 

      （圧縮機の能力は、圧縮機の性能曲線における最大稼働した場合の吐出量の値とす

る。） 

 

  ③蒸発器 

   Ｑ＝Ｗ×２４×２２．４／Ｍ 

     Ｑ；蒸発器の処理能力（Ｎｍ３／日） 

     Ｗ；蒸発器の公称能力（ｋｇ／Ｈｒ） 

     Ｍ；分子量 

   （高圧ガスである圧縮ガスを生成する蒸発器のみが、処理設備となる。） 

 

④凝縮器 

   Ｑ＝Ｗ×２４×２２．４／Ｍ 

     Ｑ；凝縮器の処理能力（Ｎｍ３／日） 

     Ｗ；凝縮器の公称能力（ｋｇ／Ｈｒ） 

     Ｍ；分子量 

   （高圧ガスである液化ガスを生成する凝縮器のみが、処理設備となる。） 

 

 ⑤反応器 

   ａ 反応器において高圧ガスが消費される場合は、高圧ガスの流入量（Ｎｍ３／日） 

   ｂ ａ以外で反応器の出口側に処理設備（減圧弁を除く。）が接続される場合は､反応器の出

口側に接続される処理設備の処理能力（Ｎｍ３／日） 

   ｃ ａ以外で反応器の出口側に減圧設備(処理設備である減圧弁を含む。)が接続される場合

は、反応器の出口側に接続される減圧設備に係る高圧ガスの流入量（Ｎｍ３／日） 

 

⑥精留塔又は分留塔 

   蒸発器の処理能力と凝縮器の処理能力の合計（Ｎｍ３／日） 

   （機器の運転仕様から、「高圧ガスである圧縮ガスの生成量及び高圧ガスである液化ガスの

生成量」を算出すること。なお、附属する再沸器は、別の処理設備（蒸発器）として考え

ること。） 

 

 ⑦その他処理設備 

(ｲ) アキュムレータ 

     Ｑ＝Ｖ×１０Ｐ 

       Ｑ；アキュムレータの処理能力（Ｎｍ３／日） 

Ｖ；アキュムレータの内容積（ｍ３） 

       Ｐ；アキュムレータの最高圧縮圧力（ＭＰａ） 

(ﾛ) バッチ処理釜 

     Ｑ＝Ｖ×１０Ｐ×ｎ 

       Ｑ；バッチ処理釜の処理能力（Ｎｍ３／日） 

Ｖ；バッチ処理釜の内容積（ｍ３） 

       Ｐ；バッチ処理釜の最高圧縮圧力（ＭＰａ） 

       ｎ；最高圧縮圧力による処理で一日に可能な最高処理回数（回） 

(ﾊ) 内部冷却器付貯槽 

     Ｑ＝Ｖ×１０Ｐ 

Ｑ；内部冷却器付貯槽の処理能力（Ｎｍ３／日） 
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Ｖ；内部冷却器付貯槽の内容積（ｍ３） 

Ｐ；内部冷却器付貯槽の常用の圧力（ＭＰａ） 

   (ﾆ) 加圧蒸発器付貯槽 

     Ｑ＝（１０Ｐ＋１）×０．９Ｖ 

Ｑ；加圧蒸発器付貯槽の処理能力（Ｎｍ３／日） 

Ｐ；加圧蒸発器付貯槽の常用の圧力（ＭＰａ） 

Ｖ；加圧蒸発器付貯槽の内容積（ｍ３） 

(ﾎ) 加圧蒸発器付低温貯槽 

  ・気化ガスを取り出す場合 

      Ｑ＝Ｗ／（２２．４／Ｍ×ρ×１０００）×（１０Ｐ＋１）×２４ 

Ｑ；加圧蒸発器付低温貯槽の処理能力（Ｎｍ３／日） 

Ｗ；高圧ガスの取り出し部に接続される送ガス用蒸発器の公称能力 

（Ｎｍ３／Ｈｒ） 

        Ｍ；分子量 

ρ；液密度（ｋｇ／Ｌ） 

         （液密度は、常用の温度の範囲において最大となる値とする。） 

        Ｐ；加圧蒸発器付低温貯槽の常用の圧力（ＭＰａ） 

  ・液化ガスを取り出す場合 

      Ｑ＝（１０Ｐ＋１）×０．９Ｖ 

Ｑ；加圧蒸発器付低温貯槽の処理能力（Ｎｍ３／日） 

 Ｐ；加圧蒸発器付低温貯槽の常用の圧力（ＭＰａ） 

Ｖ；加圧蒸発器付低温貯槽の内容積（ｍ３） 

(ﾍ) 加圧蒸発器付容器 

Ｑ＝（１０Ｐ＋１）×０．９Ｖ 

Ｑ；加圧蒸発器付容器の処理能力（Ｎｍ３／日） 

       Ｐ；加圧蒸発器の常用の圧力（ＭＰａ） 

Ｖ；容器の内容積（ｍ３） 

(ﾄ) 処理設備である減圧弁 

Ｑ＝０ 

Ｑ；処理設備である減圧弁の処理能力（Ｎｍ３／日） 

 

⑧減圧設備 

Ｑ＝ｑ 

Ｑ；減圧設備の処理能力（Ｎｍ３／日） 

ｑ；当該減圧設備に係る高圧ガスの流入量（Ｎｍ３／日） 

 

⑨水電解水素発生昇圧装置（水の電気分解により水素及び酸素を発生し、かつ、発生した水素

のみの圧力を上昇する装置をいう。以下同じ。） 

Ｑ＝Ｗ×２４ 

Ｑ；水電解水素発生昇圧装置の処理能力（Ｎｍ３／日） 

Ｗ；水電解水素発生昇圧装置の能力の数値（水電解水素発生昇圧装置の能力は、水電解

水素発生昇圧装置の性能曲線における最大稼働した場合の水素製造量の値とす

る。）（Ｎｍ３／Ｈｒ） 

 

120



高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 
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 既設配管の変更工事に伴う耐震告示適用の事例集 平成１１年３月１８日付け 
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高圧ガス製造施設等の変更Ｑ＆Ａ 

 

Ｇ 

資料編 

 

法律を読む時に理解しておくと便利な「一口メモ」（高圧ガス保安法令解説・第二次改訂版より） 

 

項、号について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法令においては各条項のよび方は、上位から順に次のようになっている。 

     章 

     節 

     款 

     条 

     項 

     号 

以上のうち、章、節、款、条はそれらの文字が該当箇所に表記されているた

め特に迷うことはないが、項と号は表記がないため以下に解説する。 

 これを知っておかないと，条文の捉え方に迷い、的確につかめない場合があ

る。 

 

＜項＞ 

一つの条の規制内容が「一つの事柄」で足りる場合には、特に項はない。 

二つ以上の事柄を定める場合、それぞれを区切り、その一つの区切りを項と

よぶ。 

  この場合、第２番目の区切りの頭に「２」の数字がつけられ、以下区切りの数

に応じ３、４…とつけられる。ここで注意すべきは、２以下がある場合、１に相

当する区切り即ち第１番目に定められている事柄の頭には１の文字がつけられ

ていないことである。そして、この場合（即ち２以下がある場合）この区切りを

よぶには、第○条第１項とよぶことになっている。 

したがって、条文をよぶ場合は、一つの条がどんなに長くとも最終条文まで

確かめ、第２項以下の有無を確認しなければならない。（第２項以下がない場合

は第１項とはよばない。） 

 

＜号＞ 

一つの項（項が一つの場合は、条）の中で「次の各号に定める…」とする定め

方がある。 

このような場合、次の各号の頭には漢字で一ニ三…がつけられる。これが号

である。 

高圧ガス保安法では、多くの場合、法律における号の内容は動詞のない名詞

的表現（文章形式でなく）であるが、省令では文章形式のものも多い。 

 

以上のことから、高圧ガス保安法を例に、ある条文をよぶと次のようになる。

（章、節等は普通よばない。） 

   ・第１条       （「この法律は、……」全部） 

   ・第２条第１号    （「常用の温度において圧力（ゲージ圧力…」               

の号）  

   ・第３条第２項    （「第４０条から……」の項） 

   ・第３条第１項第１号 （「高圧ボイラー……」の号） 
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「以下同じ」につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「以上」「以下」

「超える」「未満」  

について 

 

＜以下同じ＞ 

法令ではかっこ書きの末尾に「以下同じ。」と断ってある例がよくある。 

  例えば、法第５条第１項第１号において「……ガスの容積（温度０℃、圧力

０Ｐａの状態に換算した容積をいう。以下同じ。）…」のようにある。 

 この場合のかっこ内は、かっこの前の「ガスの容積」に対する断り書きであ

る。 

そのあとに「以下同じ。」とある場合は、以降の条文中「ガスの容積」に対し

てはすべてかっこ内の断り書きが適用されるという意味である。 

  この場合、かっこ内の断り書きがその上にある語（又は文）のどこまでを対

象にしているかは直接に示されてはいないが、これは条文全体の趣旨等から判

断することとなる。 

 したがって、法令の条文を拾い読みをした場合、それ以前のかっこ内に断り

書きがあっても、それが伝わらない場合があるので注意する必要がある。 

 なお、「以下同じ。」が「以下第○条において同じ。」というように、特定の条

文に限って付されている場合がある。 

これはかっこ内の断り書きをそれ以降の同じ用語のうち特定された条文のも

のに限って適用する場合である。 

 

 ＜以上＞＜以下＞＜超える＞＜未満＞ 

 ある数値を基準にして、その数値より多い、少ないを示す語として、法律条

文では「以上」・「未満」、「超える」・「以下」が用いられる。 

これは次のように使い分けられる。 

   ①「以上」  ；基準となる数値を含んで、それより多い場合 

   ②「超える」 ；基準となる数値を含まず、それより多い場合 

   ③「以下」  ；基準となる数値を含んで、それより少ない場合  

   ④「未満」  ；基準となる数値を含まず、それより少ない場合  

 以上の関係を１００という値について例示すると次のようになる。 

 

                ●       １００以上 

 

                ○       １００を超える 

 

     １００以下      ● 

 

     １００未満      ○ 

                 

          ０    １００    ２００ 

   

       （注）  ●その数値を含む 

            ○その数値を含まない 

 

  したがって、より多い場合とより少ない場合の組合わせの用例は次のように

なる。 

        未満    以上 

        以下    超える 
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「及び」「並びに」

の使い分け 

 

＜及び＞＜並びに＞の使い分け 

 「○と△」という併合的な接続の場合には、法律条文では「及び」「並びに」

が用いられる（例えば、法第８条第１号「製造（製造に係る貯蔵及び導管によ

る輸送を含む。以下……）」。 

これらは、次のように使い分けられる。 

  ①「Ａと B」という単純な接続の場合には、「及び」を用いる。 

    「Ａ及びＢ」 

   三つ以上の接続の場合には、最後のつなぎだけ「及び」を用い、他のつ

なぎは「、」で接続する。 

    「Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＥ」 

 

  ②接続の段階が複雑でニ段階以上となる場合、例えば、まず「ＡとＢ」   

というグループがあって、このグループと「Ｃ」というものを接続する

場合には、小さい方の接続に「及び」を用い、大きい方の接続に「並び

に」を用いる。 

    「Ａ及びＢ並びにＣ」 

   これを図示すると 

 

     Ａ及びＢ 並びにＣ 

 

 

  ③②よりもさらに接続の段階が複雑で三段階以上となる場合には、一番   

小さな接続だけに「及び」を用い、その他の接続はいくつあっても全て

「並びに」を用いる。 

    「Ａ及びＢ並びにＣ並びにＤ」 

   これを図示すると 

 

 

     Ａ及びＢ  並びにＣ  並びにＤ 
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「又は」「若しく

は」の使い分け 

 

＜又は＞＜もしくは＞の使い分け 

 「○か△か」という並列的な接続の場合には、法律条文では「又は」「若しく

は」が用いられる（例えば、法第１１条第３項「都道府県知事は、……その施設

を修理し、改造し、若しくは移転し、又はその技術上の基準に従って……」）。 

これらは、次のように使い分けられる。 

  ①「Ａか B か」という単純な接続の場合には、「又は」を用いる。 

    「Ａ又はＢ」 

   三つ以上の接続の場合には、最後のつなぎだけ「又は」を用い、他のつ

なぎは「、」で接続する。 

    「Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ又はＥ」 

 

  ②接続の段階が複雑でニ段階以上となる場合、例えば、まず「ＡかＢか」   

というグループがあって、このグループと「Ｃ」というものを接続する

場合には、小さい方の接続に「若しくは」を用い、大きい方の接続に「又

は」を用いる。(｢及び｣と｢並びに｣の場合の使い分けと大小関係が逆にな

るので注意を要する。) 

    「Ａ若しくはＢ又はＣ」 

   これを図示すると 

 

Ａ若しくはＢ 又はＣ 

 

 

  ③②よりもさらに接続の段階が複雑で三段階以上となる場合には、一番   

大きな接続だけに「又は」を用い、その他の接続はいくつあっても全て

「若しくは」を用いる。（「及び」と「並びに」の場合の使い分けと異な

る。） 

    「Ａ若しくはＢ若しくはＣ又はＤ」 

   これを図示すると 

 

 

     Ａ若しくはＢ 若しくはＣ 又はＤ 
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項   目 質問内容 回答 

 

液化ガスが高圧ガスに

なる定義 

 

 

 

 

「液化ガス」の定義 

一般的に、自然界（大気

圧、外気温）において気

体の状態にあるガスを

人為的に加圧又は冷却

（その併用）すること

により、液化された状

態にあるガスをいう。 

法解釈では、次のもの

をいう。 

イ．大気圧下における 

 沸点が４０℃以下の 

 もの（大気中に放出

された場合ほぼガス

状になるもの） 

 

               

ロ．大気圧下における

沸点が４０℃を超え

る液体が、その沸点

以上かつ１ＭＰa 以

上の状態にある場合

のもの 

 

 

 

 

 法律では以下のように定義 

① 常用の温度（ある設備が通常の

状態（異常の状態ではなく）で

使用されているときの温度）に

おいて圧力が０．２ＭＰa 以上と

なる液化ガスであって現にその

圧力が０．２ＭＰa 以上であるも

の 

「圧力」の解釈－１ 

液化ガスが現に有している圧力

をいい、その圧力に到達するま

での手段の如何を問わない。 

② 圧力が０．２ＭＰa 以上となる場

合の温度が３５℃以下である液

化ガス 

「圧力」の解釈－２ 

液化ガスが温度上昇により理論

上、到達するはずの圧力をいい、

機械的加圧、化学反応による圧

力は含まない。 

 →すなわちその温度における飽

和蒸気圧力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の①において「常用の温度にお

いて圧力が０．２ＭＰa 以上となる液

化ガス」とは、どのように解釈すべ

きか。 

 

 

 

 

 

 次のとおりである。 

イ常用の温度におけるその物質

の飽和蒸気圧力が０．２ＭＰa 以

上となる液化ガス 

ロ常用の温度におけるその物質

の飽和蒸気圧力が０．２ＭＰa 未

満の液化ガスであって、機械的

加圧等により現に０．２ＭＰa 以

上の圧力となっている液化ガ

ス 

上記②について、下図の 

  Ａは高圧ガスである 

  Ｂは高圧ガスではない 

としてよいか。 

        蒸気圧曲線 

MPa 

                

0.2 

    Ａ 

      Ｂ 

 

        30  35  40  ℃ 

 そのとおりである。 

 なお、Ｂにおいては、温度が  

４０℃を越えて、圧力が０．２ＭＰa

以上となる範囲では高圧ガスで

ある。 
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Ｉ 

資料編 

 

項   目 質問内容 回答 

 

「圧力」の解釈 

 

① 特定則第１２条ほか 

 

「設計圧力」 

 

② 一般則第２条第１項第８号

ほか 

 

「常用の圧力」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 一般則第６条第１項第１９

号ほか 

 

「許容圧力」 

 

①特定設備を使用することができる

最高の圧力として設計された圧力

をいう。 

 

②その製造設備又は消費設備におい

てそれらが通常使用される状態

（操作の誤り等による異常時は含

まない。）での圧力をいう。常用の

圧力は通常一点ではなくある範囲

にある場合が多いが、一般にその

規制にとって安全側にとることが

多い。 

 例えば、耐圧試験における圧力を

常用の圧力の１．５倍とされている

場合、その範囲のうち最高のもの

をとる。 

 

③最小厚さを求める計算式と実際の

肉厚から逆算される圧力をいう。 

 ただし、特定設備検査においては、

設計圧力により評価・検査が行わ

れているため設計圧力を基準とす

ることが望ましい。 
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